パラダイムシフトによる議会革命

―　ローカル・ガバナンスと地方自治の実現のために　―
序　章

　1995年の阪神大震災・地下鉄サリン事件において地方自治体の地域公共課題解決能力が疑問視されたことに端を発し、2000年の地方分権一括法及び2007年の地方分権改革推進法の施行により地方への分権改革が進められてきた。これにより地方自治体の存在意義と役割が質的に変化を遂げることとなり、地方自治体では住民参加の構築や新しい公共との協働を図りながら、従来の執行機関だけで公共政策を決定するという方式を転換させ、新しいガバナンスへの対応が進められている。それに伴ってその施策を監視すべき地方議会も同様の変革を求められることとなったのは当然のことといえる。

　しかし、地方議会はその変革に対応できているのだろうか。住民の地方議会への厳しい評価をしばしば耳にする。日本世論調査会の2006年12月調査では、地方議会の現状について全く満足していない、またはあまり満足していないという市民は60.5％に上っている。この厳しい評価は不満足となり、強烈なパフォーマンスによる住民の支持を背景にして議会に挑戦する首長の登場により、議会不要論にまで発展している。これが進展することは地方議会のみならず地方自治への深刻な危機というだけでなく、地方議会が住民から不満足による不信をもたれたままに不要とされれば、一時的な流れとしては社会的感情を満足することができても、後年には住民へ損失を与えかねない。

　「地方議会は地方分権によりその役割が変わったことに対応するどころか、むしろ議会を構成する議員が世の中の新しい動きに関心を持たず、住民の代表としての任務を果たすことなく議会の審議を住民へ閉ざし続けてきたことが、住民へ不信感を植え付けてきた」という指摘がある。地方議員が住民の意思を反映していると考える住民は34％でしかない全国の調査結果があることからも、議員が住民の代表足りえていないということが明らかであり、旧態依然とした議員の行動が地方議会への不信を招いている一番の要因であるといえる。ただ、住民もまた自分たちの議会が普段何をしているのか、何をさせるべきなのかということに関心を払ってこなかったという指摘もある。それらから考察すると、この不信の根源的要因は議会と住民相互の未成熟にあるともいえよう。

　しかし不信の要因が単に未成熟であるとすれば、成熟を待てば解決をする。そのための活動があればいいだけのことである。しかし解決できるまでの成熟をみる期間、地方自治は崩壊し続けることになりかねない。そのため、地方議会の改革に向けた先行研究が進められており、いくつもの改革手法の提言がなされている。全国の地方議会でも住民からの不信に危機感を抱き、栗山町議会の活動に端を発した「議会改革」に着手する議会が続出している。しかしこれら研究は2000年の地方分権一括法以前には見られなかった日の浅いものでありながら、2012年現在においてすでに手法は出尽くして「手詰まり」ともいえる様相を呈しており、住民から地方議会への不信と不満は絶えることがなく、さらに財政再建と規制緩和のための行政改革と議会改革が同一視され、地方議会もただの行政コスト削減の対象として取り上げられている。
　この不信と不満は地方議会や議員への批判という形をとって現出している。そのため議員が何か行動を起こそうにも何かにつけて批判が伴い、選挙における集票に及ぼす影響を恐れて萎縮してしまう様態が見られる。しかし地方議会や議員が意を決して不信を払拭しようと行動を起こすとさらに批判がおき、その批判によって、より萎縮がおき、終局的には「何もしないほうがいい」と首をすくめるという負のスパイラルとなり、住民から地方議会への期待感は薄れていくばかりである。ここで危惧されるのは、この状況が続いたとき、地方政治という身近な場から、次世代を担う若い世代が離れていくことである。批判を受け続ける地方議会への意見具申的参加のみならず、議員になりたいという若い世代がいなくなってくると、いずれ地方議会は崩壊する。また不信が払拭されずに地方議会が住民からの信頼を完全に失ってしまえば、やはり地方議会は崩壊し、存在意義すらなくなってしまうのではないだろうか。そうなったとき、世界でも特殊な二元代表制という自治制度を採る我が国の地方自治において、首長の暴走を抑止する住民の代表は存在しなくなる。現在、例えば自治体の総合計画案などは議会への審議上程段階で首長により住民意思が反映されており、専門家のチェックも受け、これ以上の議会による意思の反映やチェックを行う必要性が論議されることがある。行政評価も充実している。しかし議会がなければ、一旦首長が暴走したとき、成立の形式だけ取って住民に不利益な施策が実行されても、事前にそれを阻止することはできないのである。
本提言では、全国的にこのような何もしないという萎縮及び本市においても住民から市議会への不信が感じられる中で、その不信を払拭して真に住民の代表としての市議会となるために、平成２４年４月から１年間の期間で熊本大学社会文化科学研究科に通学しながら政務調査を進め、その結論として導き出したものを提言することとする。この通学による政務調査においては本提言に繋がる調査研究のほか、地方財政や都市計画などもあわせて研究したが、その結果はすでに一般質問や予算決算総括質疑などで現わしてきたところである。そのため本提言ではこれまで結果として現わしていないものの総括として、地方分権という時代に即しながら、若い世代を含む住民全体で地方自治を行っていくための議会の活動について、真の住民代表として信頼されるための手法を学問知と現場知を融合させながら探ったものである。
第1章　議会と議員
　第1節　自由主義における代議制度
　議会とはどういうものであるのだろうか。まずは議会を論じるにあたり、議会の成り立ち及び歴史並びに住民との関係を概観することとする。

近代議会制民主主義の思想を紐解くと、17世紀にジョン・ロックが著した政府論までさかのぼることができる。ロックはその中で王権神授説を否定し、人間は生まれながらにして自由で平等であるとしながら、総ての政治権力を人々の同意にあるとする。人民の同意により設立された政府には、のちにモンテスキューによって確立された三権分立の基礎となる立法・執行・連合の権力を区別し、立法権力は人民の直接の選挙によって選ばれるものとした。これについては「この政治理論が近代民主制と議会制民主主義の基本原理を集約的に表現している」と指摘されている。
　その後、ジェレミー・ベンサムは名誉革命体制を批判する中で、普通選挙制・議会の定期開催・議員の有給化などの議会改革を主張し、議会制民主主義がひとつの理論的完成をみるにいたる。ここで議会制民主主義はアリストテレスによって貧者や衆愚の支配とされたマイナスの思想からプラスの思想へと転じ、Ｊ・Ｓ・ミルにより代議政治が理想的な最善の形とされて完成したといえる。
　しかし「日本は市民革命を経験しないまま、明治維新から近代化が始まった学習民主主義の国に過ぎず、欧米に学びながら手探りで議会制民主主義を定着させようとしてきた」と指摘されるように、我が国では議会制民主主義による政治への参加が広く定着しているかという点では課題が残っていることも事実である。

　　　第２節　日本における議会の歴史

　日本における議会の原点は、市町村などの制度団体や議会的な会議体もなかった時代、法度の制定や年貢割などの共同意思を決定するために、戸主が出席した村寄合にみることができる。この寄合は1871年の大区・小区という行政区画の設置を経て1876年に各区町村金殻公借共有物取扱土木起工規則により設置された代議的機関に至り、これが町村会へとつながっていくこととなる。この町村会は1878年に大久保利通が建議した郡区町村編成法の成立により制度的に公認され、議決が当該町村の意思として公認されることとなった。そこでは構成する議員の選任がそれぞれの町村会で定められ、団体意思の代議決定機関としての基礎が構築された。
　ここで同時に成立した府県会規則、1880年の区町村会法、1888年の市町村制により地方制度とともに議会の確立が図られ、特に市町村制では市会及び町村会が必置とされた。その中では議員の資格者が定められ、公民制度が確立した。
　しかし第二次大戦後は公民制度の廃止とともにこれら地方制度が地方自治法の下に一本化され、都道府県及び市町村の議会が設置され、一部の規定を除いては全国一律の仕組みとされている。この地方自治法は幾たびもの改正をされて現在に至っているが、議会の根本的性格については改変されていないものの、詳細は本節で後述するが、中央集権から地方分権へという制度変更の波の中にあって、議会の存在意義としての根源的権能にかかる改正が議論され、2012年の改正で一段落する見通しとなっている。
　現在の議会は日本国憲法第93条において、「地方公共団体には法律の定めるところによりその議事機関として議会を設置する」ということのほか、「議会の議員及び法律の定めるその他の吏員はその地方公共団体の住民が直接これを選挙する」とされており、憲法によって設置されること及び議員の選出が定められているものの、それ以外は議事機関としての定めがあることを筆頭に、地方自治法第６章にてその構成及び運用等が定められている。
　この地方自治法は1947年の制定後、議会関係の条文だけをとっても改正が繰り返されており、条文枝番の算用数字については改正のたびに追加されたものだと言われている。特に近年の地方分権の流れの中では、機関委任事務から変更された法定受託事務にかかる事件についても議決事件として拡大されたほか、議員定数の上限規定の撤廃、常任委員会の複数所属の許可、議会事務局及び議会の事務を補助する職員の共同設置、議会への参考人及び公述人の出席、協議等の場の設置、議員の報酬名称の変更、政務活動費への変更など、議会の権能を強化するための改正が実施されている。
　さらに直近の地方制度調査会では、地方の権限強化のための地方自治法の抜本的改正が検討されており、議会についても現状認識と見直しの方向性が示されている。その現状認識の中では、議会が議員間又は専門家との政策議論が不十分であり、執行機関への監視が不十分であることが指摘され、住民との直接対話や住民参加が十分に行われるための取組みが検討されている。そこから導かれている方向性は基礎・広域自治体又は団体規模に留意しながら、幅広い住民の意見を反映する機能及び議会権限の適切な行使に支障が生じないかということに配慮したものとされている。具体的には①幅広い住民が議員活動をできるための休職復職制度などの環境整備、②選挙区及び政党選挙などへの選挙制度のあり方、③議員間の議論及び議員と住民の議論を充実させる議会運営、④公選職の位置づけを含む議員の身分・職責の明示及び議会の役割に関する位置づけ、といったことが引き続き議論されるほか、議会と監査制度の関連などについても議論が行われることとなっている。
　　　第３節　議会の役割
　議会の役割は地方自治法(以下本節では法と記載する)に定められている。その役割の大前提は日本国憲法でいう議事機関としての役割であり、法第96条において条例の制定又は改廃、予算決定及び決算認定、地方税の徴収及び権利の放棄などの財産管理に関することで15項目の議決事件が定められるほか、自治体の基本構想及び法定受託事務に関することへの議決を条例で定めた場合に議決事件とできることが法96条２で定められている。
　また法第98条で自治体への監査権限、法第100条における自治体事務への調査権限がある。近年不適正使用で物議をかもした政務調査費もこの調査権限に含まれるとともに、2010年ごろから機能強化がいわれる議会図書室もこの条文に含まれる。しかしこの調査権限は議会にしか与えられておらず、現場実態として議員によって乱用される事例が散見されることへは注意が必要である。

　このほかにも、法第99条において、自治体の公益に関する事件については国会又は関係行政庁に意見書を提出することができ、また法第109条７では委員会が、法第112条では議員が予算を除く議案を提出することができるほか、法第138条２において議会事務局を設置することができるとされる。
　法が定める議会の役割は以上であり、このほかに阿久根市で話題を呼んだ長の専決処分に関し、法第179条において議会への報告と承認請求が定められているものの、法が求める議事機関としての役割はこれらを誠実に履行しておけば足りる。議事機関であるので、長が提出した議決事件を審査し、可決又は否決、必要があれば修正を動議して原案を修正する。ただし予算に関しての減額修正は認められておらず、増額修正ができるのみである。

しかし住民が議会に求める役割はさらに大きい。住民が抱える課題解決への要求である。法第124条はそのための制度として請願を規定する。また法の定めによらない陳情をほぼ全国の議会が受け付ける。それ以外にも議員が日常的に住民の抱える課題の相談を受けており、その解決が個別案件として議会に持ち込まれることとなる。後述するが、近年では政策条例を制定すべしという議会改革手法が提言されていることから、法に基づく議案発議により条例制定を行う事例が増加しており、議会は法で定められた議事機関とあわせ立法機関としての役割も期待されるようになっている。この役割は、機関委任事務により議会の審議権が制限されていた時代から、地方分権によりそれが法定受託事務へと変化し、その議決も可能となったことでクローズアップされ、特に昨年成立した地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律(「義務付け・枠付けの見直し」に関する第１次・第２次一括法)により、国が定めていた政令による基準が地方の条例で独自に定められこととなった現在、地域の基準が議会の審議・議決にゆだねられていることになり、「その基準について議会が国会の役割を果たすことになる」とされるように、立法機能は議会の重要な役割として重要視されるに至っている。
この議会の役割の拡大は法を逸脱するものではない。しかし議会本来の議事機関としての役割に加え、前述したように議員が住民の意思を反映していないと考える住民が多いことから考察すると、議会の役割は議事というよりもむしろ住民の課題解決という面が大きくなってきていると言えるのではないだろうか。

　　　第４節　議会制民主主義における正当な代表の考察

　これまで述べたように議会の役割が拡大する中、議会はどのような位置で活動すべきであろうか。国会は日本国憲法第４章において、「国権の最高機関であって、国の唯一の立法機関である」として設置を定められ、その前文でも「日本国民は正当に選挙された国会における代表者を通じて行動すること及び権力は国民の代表者が行使すること」が明記されているように、国会議員は全国民を代表する選挙された議員とされているのに対し、議会は日本国憲法第93条において、「地方公共団体には法律の定めるところによりその議事機関として議会を設置する」ということのほか、「議会の議員及び法律の定めるその他の吏員はその地方公共団体の住民が直接これを選挙する」とされているのみである。国会議員は代表としての明示がされているが、議会の議員は住民の課題を解決するために団体意思の決定をする代表であるとの定めはない。ここで今一度議会及び議会を構成する議員について、住民をいかに代表して団体意思を決定するのかということを考察したい。
議会の本質は「集会を制度として政治レベルで組織化しただけの代表者会議」であるとされる。また「議会を意味する代表制民主主義について、少数の代表者が本人たる多数の選挙民に代わって統治という行為にあたる制度」であるともされる。さらに議員を公選職としたうえで、「住民の代表者として自立的に判断し、その責任を住民に対して取る政治家」だと言われる。一方では、代表民主制批判を取り上げつつ、かつ代議制民主主義をとりながらそれを補完する市民参加を直接的に位置づけることが探求されているとしながらも、「代表制論でいえば、議会はすべてを委任された代表ではなく、必要に応じて直接参政がありうる半代表」であるとされる。また議員について「市民全体の意思の代行者とし、国会議員と同じ代表性ではなく限定的な代表者」ともされる。このように、議会や議員に代表性がないという学識者の論は見当たらないものの、いまだ議会の代表性ということはオーソライズされているとは言い難い状況にある。しかし別の指摘では、最高裁は双方代理禁止規定が適用される違法契約について住民の代表機関である議会が追認した場合には契約の法律効果が及ぶとしたことを捉え、「議会が住民代表から構成されていることを重視した」とされ、「最高裁が議会の代表性を確認した」とされている。これらのことから、議会が何らかの代表性を持つことは認知されていると言えよう。
　この代表性を考察するとき、議会の特殊性である二元代表については避けて通れない。これを詳細に論ずることは本稿の目的ではないので概観するにとどめるが、この二元代表制とは、日本国憲法第93条において長と議会の議員が各々直接選挙で選出されるとされていることから言われているもので、用語として法令に記載されたものはない。この用語が新聞紙面を通して登場したのは、1989年７月日本経済新聞の経済教室面に、当時聖学院大学教授だった佐々木信夫が書いた論文が最初だと言われる。
　二元代表制は日本独自の地方自治形態ともいえる
もので、政治的に正当性を同じくする対等な政治機関が独裁的暴走を避けるために緊張感のあるチェックアンドバランスを図るものである。機関対立型制度といわれることもあり、最も民主的な制度ともいわれる。この関係は車の両輪にたとえられるが、首長と議会が常時同じ回り方で一致しているということではなく、必要に応じて車輪間の距離が変化して両者の間に強調や緊張が生まれ、住民にそれが明らかにされることで政治判断の優劣が判断される機会が与えられ、時には両輪の回転差によって地域づくりの軌道が修正されるというものである。
　しかしこの車の両輪論は現場ではしばしば誤解され、車軸間にデファレンシャルギアが存在しない、完全につながった車輪のイメージで捉えられる。これまで議会は与党野党という国会の議員内閣的運営をしがちであり、自らの代表性を否定してしまうことがその大きな要因と考えられる。例えば、東京財団政策研究部は両輪が固定されている原因として、「主権者である住民が議院内閣制を議会とダブらせて理解し、二元代表性の下では存在しない議員の執行権の行使を期待して議員に投票している」ことだと分析する。
　このことは、過去の日本の地方自治制度にもひとつの要因があると言わざるを得ない。地方の自治が法律でうたわれながらも、その事務の大半は機関委任事務とされて国の中央集権統制下におかれてきた。すべての基準は政令で指定され、条例で定めることとされていたものも条例準則による実質上の統一基準が通知され、事実上地方に自由度はない状態であった。議会も機関委任事務に対しては議論することすら許されず、住民意思の反映の機会は皆無に近い状況であった。そのことが首長にも議会にも住民にも、「行政も議会も国のコピーである」という印象を植え付けてきたのではないのだろうか。
　そして議会を構成する議員にはさらに代表か代理かという問題がある。その時期の議会については「法律に枠をはめられ、独自の条例を定めることはできず、議員にできることは住民の声を行政に伝える仲介者の役割、施策を自己の支持者に利益になるように誘導したり、予算の分取りを支持母体に有利にしたりすることだった」と分析されているほか、「議会の予算審議について、議員の与党化現象があって予算審議が形式的になりがちであり、議員が予算書をどれほど読みこなしているかという深刻な問題がある」という指摘もされる。これは住民の代表ではなく利害の代理である。当然、議決に当たってもおろそかになり、代表者としての職責を果たしているとはいいがたい。
　しかし議員が代理者ではなく代表者であることを妨げる要因があることもまた事実である。ギュスターヴ・ル・ボンは100年前に議員の心理を分析し、「選挙人の要求を現わすものは反対できず、また自分の選挙区のために必要なものを獲得するには必ず同僚議員の同様の要求に同意することが条件となる」
としている。議員は有権者から支持されて票を獲得し、はじめて議員となることができる。いくら自分は代表者であるから不必要なものは否決しようと考えても、そこに住民の意思があり、要求されているものは否定できない。選挙には住民の意向を反映しない議員への制裁機能がある。議員はその身分を失うことを恐れ、代理者としての活動を行わざるを得ない心理は昔も今も通じるところがある。これは近年の「開かれた議会」によりさらに増幅されている。それは「アメリカの議会において、選挙区の有権者の怒りを買うかもしれない決定を行うよりも、有権者の意に即した「代理人」として振舞うほうが、合理的な選択となってしまった」という指摘に現わされる。これはトクヴィルが「アメリカの為政者に優れた人物が少ないことを普通選挙の産物」と評したことからも、選挙がある限り避けがたいことであるかもしれない。
　さらに、議員が代表者としての意識を持ち難いことは、「議会制民主主義とは何かという点について真剣に検討している議会は見当たらない」と評されるように、議会は代表性について真剣に考えてこなかった。さらには「日本流の議会制民主主義という理解により、議会の審議に参加するのは議員のみであるということが浸透している」と指摘される。これでは代表性の意識は持ちようがない。また「議員の選挙に当たっての住民の課題として、自分たちの代表を決めるために積極的に集まって協議してはおらず、また代表に相応しい人物を候補者に仕立てることはなく、大半の住民は選挙運動を興味半分又は冷ややかに眺めており、そういう中で当選した議員が自分を代表と実感することはない」とも指摘される。そしてそれは住民と議会の関係に深刻な影を落としつつある。三鷹市議会においては、高井議員から本会議という公式な場の質問でそれを象徴するような発言があっているので、引用しておきたい。
　　「素案の作成前から市民がかかわっているという点で、議会としての関与が事実上、大きな制約を受けたということ、またその結果として、議会の中にフラストレーションがたまりまして、協働を否定したいという空気が一部に生まれてきていることがあります」 [三鷹市議会本会議会議録, 2011/12/17]
　これまで考察してきたように、議会と議員の代表性については、現代地方自治を実現するうえで、また住民と議会の関係性をいかに構築するかという点においても大きな課題であるといえる。これを念頭において、そのための手法を第４章で探っていく。
第2章　議会と改革の現実
　第1節　議会の現状と住民の視線
　これまで議会の成り立ち及び歴史並びにその代表性という、いわば議会の根本を概観してきたが、ここで現在の議会の状況及び住民から見た意識を概観しておきたい。
　平成の大合併という、1999年から政府主導で行われた市町村合併の推進により、同年から合併特例法の終了した2010年３月末において、全国の市町村は3232から1727にまで減少した。しかしその合併は自治体の広域化をひとつの目的としていたこともあり、市の数は670から786へと増加している。この数については、2010年度末で合併特例法が終了し特例措置が打ち切られたことにより現在も変化していない。これに特別区の23を加えた809が現在の全国の市区の数であり、議会もそれにともない全国で809の議会が設置されていることとなる。
　一方、議会を構成する議員の状況をみてみよう。1999年では60,113人の市区町村議員がいたが、2010年3月末で34,682人となった。2010年3月末の市区議員は21,358人であったが、議会数は変化しないものの、議員定数は2011年3月末で20,588人
と770人減少しており、全国の議会で定数削減が進められていることが伺われる。その報酬については、全国市議会議長会の調査によると、2010年末において、808議会
の平均
で議長51.6万円、副議長45.5万円、議員42.0万円である。この報酬については、2009年末の平均に比べ0.01万円減額されており、さらに2011年末では41.8万円と0.2万円減少している。このように定数と同時に報酬も削減されているが、この削減は地方公務員における人事院勧告によりこれに連動して削減されたものであると推測される。
　こうやって現状を見ると、議員定数の削減は近年著しく進んでいるように感じられる。特に、一部の経済評論家が指摘するように、「財政再建のために議員の数を行政のムダとし、民間の視点からみれば議員は3分の1以下の時代」と公言する風潮が背景にあれば、後に詳しく論じるように、一般住民たる大衆に世論が作られ、削減による代議制民主主義の危機を学識者が幾ら唱えようとも削減が正義となってしまう。これによる世論的風潮は数値でも表れる。荒尾市議会が2012年7月に実施した市民アンケート
によると、定数22名である同議会の議員数が多いとした市民は56.9％に上り、60歳代では65.3％となっている。またその報酬が384,000円であることを高いとした市民は64.4％、やはり60歳代で71.2％となっている。しかし、この削減風潮は近年に始まったことではない。市議会議長会事務局長を務めた中島正郎によると、「1965年頃から条例により議員数の削減が目立つ」としており、「全国では61％の市が議員定数を最低2人、最高16人減じた」としている。その理由として財政状況を挙げ、また「その住民の意向を敏感に察知した議会が自ら削減している」とする。また議会に対するネガティブな評価は官僚に対してと同時に行われ、「日本固有の現象ではなく情念的に反官僚が語の資源から刻印」されていると言われる。つまり、この削減の傾向は近年に始まったことでないことは明らかであるが、特に近年それが顕著になってきている。それは、地方分権によりクローズアップされた議会が住民の視線を、以前にも増して気にするようになったことと無関係ではない。では、その住民の視線とはどのようなものであるのだろうか。
　ここにひとつの注目したい資料がある。法学部に学ぶ大学生が文部科学省のショートビジット事業により、アメリカの市議会などで、とある市議会の関連をプレゼンテーションしたおりの原稿である。少し長くなるが、その中から一部を引用してみたい。

私たち市民の多くは、こんなに市議会議員がいるのに何をしているのか、さらにはその議員数さえ知りません。つまりコミュニティにおける市議会議員の存在感が欠けているのです。(中略)市議会議員の印象をお話しします。たとえば、報酬をたくさんもらっていそう、その報酬で贅沢な生活をしていそう等です。(中略）市民は市議会議員に対してあまりいい印象を持っていないといえます。(中略)市議会の傍聴に行ってきました。(中略)会議は淡々と進められるだけで、市議会議員の数の多さの必要性を疑問に感じました。また、結局議員が何をしているのかわからないままでした。私たちが抱いていた印象は良くなりませんでした。(中略)なぜ私たちと議会には距離があるのでしょう。(中略)もう一つは市民の無関心です。(中略)市民の議会への全面委任があいまって、ますます議会と市民の距離が生まれ、市議会が身近でなくなっていると考えられます。(中略)閉鎖的な議会がマスメディアの批判の的となり、メディアは議員を取り上げ批判します。こうして私たちは議会への悪印象を持ち、議会に対し誤解を抱くようになります。(中略)このようなメディアから生じる市民の議会に対する誤解は、議員の活動をしばしば阻害します。(中略)たとえば報酬額や視察についてです。先ほども説明したように、議員は市議会向上のため、他県や海外の都市へ視察をおこなっています。しかし、市民が疑いの目を持っていると、たとえきちんとした報告書を提出しようとも市民はそれを観光旅行なのではないかと疑います。そのため現状では、彼らのようなタイプからの支持を得ることは難しいです。(中略)数字だけ見ると議員が報酬をもらいすぎだと感じます。しかし実際にはサラリーマンと同様の収入です。議員の中には議員の収入だけでは食べていけないため、兼業している議員もいます。しかし市民はそのような交際費について知らないため、議員は多くの利益をもらいすぎだと思っています。(中略)市民の誤解は市議会議員の質の向上を妨げている可能性があります。これが市民の誤解による弊害です。
　このプレゼンテーションはごくひと握りの大学生によるものであり、全国の住民による状況を現わしているとは言いがたい。しかし議会や議員に対する住民の視線を非常に端的に表現していることが興味深い。特に議員に対して「いい印象」がなく、そこには誤解があるが、それが議会からの情報不足によりメディアを通した批判により増幅され、議員の質の向上を阻害するという弊害を生むという点は、全国的に共通していると推察される。
　その誤解はイメージを構築する。ギュスターヴ・ル・ボンは群衆の推理で、「親方に搾取されるので、およそ親方はすべて搾取者であると職人は連想する」と指摘し、我が国の政治学でも古くから民衆に対し「自分が環境から急激なショックを受けないように、あらかじめある集団や制度についてそれぞれイメージを作り、それを頼りに思考し行動する」と言うように、議会は住民の作ったイメージの中にあるというのが現状であると言えよう。しかもそのイメージは後に詳しく論じるが、報道により増幅される。これは地方議員について、「しばしば利権にはしるというイメージがつきまとう」と言われるが、それによっても、こういうイメージが一地域のものでないことは明らかである。
このイメージによる議会像は住民の議会に対する不信を招くこととなるが、それを現わすかのように選挙に対しての住民の視線も冷ややかである。例えば熊本市民への調査
では、選挙で「めいわく」と感じることが、電話による投票依頼30.1％、選挙カーの騒音19.21％、集会への勧誘が16.7％となっている。その理由としてプライベートな時間・空間に割り込んでくるといったものや、候補者や支持団体の自己満足というものが挙げられている。特殊な意見としては選挙に興味がなく、主張をしたいならテレビCMでやってほしいというものがあった。しかし一方では投票のために求める選挙活動として討論会及び集会場演説が49％にのぼり、政策を重視して投票したいという要望と、「めいわく」と感じるものが矛盾する点が見受けられる。これは先述の学識者から「政府や行政を信頼できないと答えた国民が、将来についてはひきつづき行政に依存しようとしていることを矛盾」と指摘されるように、イメージによる像と実際的欲求のギャップがあることを証明するものであると言える。

ただ、この冷ややかな視線は投票率の低下を招いているようである。滋賀県下の大学では統一地方選挙の長期的な投票率が低下傾向にあることをとらえ、表1のような滋賀県下の投票率の変化を見ながら、「議会が人々から期待されず、重大な危機を迎えている」と分析する。また、表2は熊本市選挙区の投票率の推移であるが、国会議員はおおむね横ばいであるものの、県議、市議という順に投票率の低下が顕著である。このことは、国会議員に対しては不信と期待感の欠如がありながらも、選挙に対する報道が過熱し、ある程度の政策的争点が作られることにより投票行動が喚起されると考えられることに対し、議会はそれほど報道されることもなく、不信と期待感の欠如が前面に出た結果であると類推される。ただし、2011年統一地方選は東日本大震災直後という特殊要因
があったことは考慮する必要があるものの、これが地方分権一括法により議会が注目されるようになった時期と符合していることは注目に値する。

　このように住民から議会に対する視線の現状はたいへん厳しい。特に地方自治総合研究所長の辻山幸宣が指摘するように、「住民が議員を「なにかと便利な存在」と考え、「議会」ではなく｢議員｣を機能させてきた歴史により、議員は「御用聞き」であることを宿命付けられる中で「議員」はいても「議会」が見えなくなっている」ことは、前述のイメージともあいまって議会への不信という現状を招いていると考えられる。それは投票率に示される期待感の欠如とともに、定数や報酬の削減を要求することにつながっている。全国の議会ではそのことには敏感に対応しようとしている。しかし現時点では議会に関する研究者のほとんどが「議員定数の削減は地方自治の自殺行為」と結論付けている中にあっても、「議員定数の根拠を歴史的沿革以外に見出すことができず、議員数を決める決定的なモノサシはない」と言われるように、また「議員報酬を一律に決めがたい」と言われることからも、これらへの議会の対応に共通する正解はない。もしあるとすれば議会ごとに住民と協議し、納得と合意の上で決定するということであろう。しかしこれまで見てきたように現状でその協議をするための信頼はない。そのため、全国の議会では様々な改革努力が行われている。次節ではその状況を概観したい。
　　　第2節　議会の実施する改革の状況

　表３は全国市議会議長会が2012年に実施した全国の議会の改革に関する実施状況である。全国809議会のうち429議会、53.02％が575件の改革を実施している。2011年の民間レベル調査によると、議会改革について特段の体制をとっていない議会は28.5％であるので、調査年次が１年違うとはいえ７割の議会がなんらかの体制を構築しており、また体制を構築できていなくとも、なんらかの検討を検討していると考えられる。この中ではいまだ議員定数及び報酬の減額がみられるものの、広報の充実などにより議会活動を住民に知らせることが顕著になっている。

議会の広報誌についてその内容をさらに見てみると、常任委員会の名簿及び定例会の概要は100％記載され、７割以上で記載されているものが議案と意見書の内容・質問の要旨と答弁であるが、請願・陳情の審査結果は55.56％、常任委員会の審議は38.89％、議案質疑の概要や議決結果は３割にも満たず、討論要旨に至っては11.11％しか記載がない。個人の議決結果においては記載が皆無である。
　また議会基本条例の制定も進められているが、実働が伴わない理念条例に留まっているという指摘が多くあったことから、議会基本条例の東京財団モデルなるものが提言され、①議会報告会②請願・陳情者の意見陳述③議員間の自由討議の三点が必須要件とされた。
これらの要件は住民と議会の意思疎通を図り、また議会が議事機関として討議の場であることを重視しようというものであるが、その背景には標準会議規則
という課題がある。しかし「昭和20年代までは議会での議論が議員同士による白熱したものから、議論が住民に「見えない」ものになってしまったことの原因はこの規則にある」と言われる。確かに熊本市議会では標準会議規則に拠らず独自規則で運営しているため、東京財団モデルの②と③については議会基本条例で定めずとも現行規則の中で可能であり、実際に議会の中で日常的に行われている。そのことから考えれば、議会基本条例の制定は標準会議規則を使用している議会にとっては改革となりえるが、これを全国一律に論じることは前節で述べたイメージによるものと言うことができる。
　しかしこれらイメージによる改革は、議会にさらに不信を与える可能性も秘めている。日経グローカルによる議会改革度調査、早稲田大学マニフェスト研究所による議会改革度調査などが全国的に実施され、その結果や年次推移が公開されるようになった。全国の議会の大半から見ると、議会改革へのモチベーションを高めることについては確かに有効であると考えられるし、その段階でどのような改革が行われているかという参考事例を見るためにも非常に有益であることは疑いがない。ただ、この結果は公表されることで住民が「わがまち」の議会の改革度を見ることになる。その改革度の判定は両者ともに議会の公開度・議会への住民参加度・議会運営の改善度によって行われるが、新たな制度として実施していない場合は「なし」として扱われてしまう。熊本市議会のように、過去からすでに実施していて新たな制度構築がない場合、「改革なし」という判定がなされ、住民から見れば「うちの議会は改革していない」と見えてしまう。このような調査公表は一長一短であると言わざるを得ない。

　ここまで、全国の議会改革の状況を概観してきた。個別の改革手法による効果については次章で詳しく論じることとしたいが、これではたして住民の議会への不信は払拭され、信頼関係が構築されてきているのだろうか。次節ではこういう改革手法がとられながらも住民の間にある不信と、そこから来る批判を見ることでその要因を分析してみたい。
　　　第3節　議会不信と批判の要因
　いま、「議会が機能不全である」とされている。また一方では「分権改革が進む中で議会が積極的な住民との連携に否定的な態度をとり、利益分配政治が崩壊しているにもかかわらずそこに存在意義を見出し続けている旧態依然とした議会が乗り遅れている」と指摘される。議会が利益配分の場であったことは、これまでに述べたように機関委任事務による国の統制下におかれたことから議会の機能が抑制されてきたこともあるが、「価値観としての功利主義が欲望を肯定し、その最大化を是とすることを前提とする限り、議会主義は欲望と利益集約の場としてしか機能しなかった」と指摘されるように、長きにわたって培われてきた議会と住民との関係が、地方分権という時代の変化から議会を乗り遅れさせた要因なのではないだろうか。そういう側面は「標準会議規則の使用及びオール与党化の傾向により議会審議が形骸化し、制度的に議会が期待されている役割と運営に大きなギャップがあるとともに、議員自身の意識及び活動にも問題がある」と指摘されるところである。これらの指摘はすべて内容的に一致しており、それは片山善裕元総務相が「地方議会は八百長と学芸会」と揶揄したことに象徴されている。
　それらのことから住民が感じるものは不信でしかない。まちだ市民情報センター
の卯月慎一は、「市民には議会が見えない、議会は市民を見ていないという住民と議会のギャップがある」と指摘
する。さらにこのギャップは不要論へと発展していく。実際に「住民参加の強化により審議会の委員を公募する自治体が増え、住民自身が施策の立案に加わることができるようになり、議会審議の形骸化により原案がすんなり決定されていくことから、公募委員になった住民が議会不要論を公言することが少なくなく、それを議会は黙って見ている」と言われる。それもいたし方のないことなのかもしれない。トクヴィルは民主国であるアメリカの議員でさえ、「民主制の不安定性から様相は絶えず変化し、毎日つかまえておかなければ支持を失い議員はたちまち何の力もなくなる。選挙民を喜ばせるために言うべきことが自分の信奉する政治的意見のためになすべきことといつも同じとは限らず、まったく沈黙を守るほうがたいていはよい」と分析している。古今東西民主政の中ではまったく変わらないことが起こっているのである。
　これまで述べてきたことから考察すると、議員は住民の選挙で選ばれたという地位に甘んじるとともに、その地位のために常に選挙による集票を意識し、沈黙を守り、そのために議会に住民参加の仕組みをつくる工夫をせず、審議を閉ざして日常的には事なかれ主義となり、議会を住民から見えなくしてきたのだろう。そしてそれは功利主義の発露とはいえ、住民の意見によって決めるべきものに対して住民を政治の枠から追い出してしまうこととなり、不信を招いているといえる。さらにその議会の行動を助長したのは住民側にある「お任せ意識」であろう。そしてそのお任せ意識は議会に対する認識の欠如を招き、前に述べたように国会と議会の混同による議会への批判とつながっている。この議会への批判はジャーナリズムによってなされることが顕著であるが、日経グローカルも、「国権の最高機関である国会を議会のモデルにすることが正しいという誤った認識を持ち、ジャーナリズムを含む関係者すべてが住民に誤った知識・情報を与えてきた」と指摘している。
　さらに、ジャーナリズムは議会への批判に重要な役割を演じる。社会学的にも「マスコミの大衆操作」という研究があるように、欧米では住民が複数のマスコミ報道を比較検討して真実性の判断をするが、日本ではその多くが報道をそのまま真実と受け止めてしまうことが多いため、正当な知識を欠くか又は何らかの個人的な恣意を持った報道が真実として受け止められてしまう。
このことは本職が政務調査費の使途について住民監査請求を受けたおりのことにも現わされている。その請求は監査委員に受理され、監査委員は調査に着手した。本職の元には報道各社が取材に訪れたが、監査委員の調査中でもあり、取材に応じはしたものの、報道各社は「監査請求が行われた」という一般的事実だけを報道した。しかし1社のテレビ局はカメラ持込によるコメントの取得を執拗に依頼してきた。その記者は過去に条理や事実によらない個人的見解の報道をする傾向があったため、監査委員の調査中であり、その判断に影響することを懸念して取材の時期を延期する旨伝えた。しかしその記者は本職の既知の友人や会社の上層部などに依頼し、取材を迫り続けた。そういう状況に鑑み、このままでは根も葉もない報道がされかねないことを懸念し、監査委員に提出した資料の範囲での事実だけをコメントすることで取材に応じることとしたが、日程が折り合わず、やむなく夜間にテレビ局に出向いて取材に応じることとした。取材当日、テレビ局の応接室に入り待っていると記者が現れ、「もう一度廊下から部屋に入ってくれないか」と言う。「なんだろう」と思ったものの再入室すると、すでにカメラが回っていた。「へんなことするものだ」と思いつつも何事もなく取材は進み、双方にこやかに終了したが、翌日の報道を見て驚いた。「われわれの政務調査費の一連の報道に対し、反応した」というコメントともに、取材時に話した内容の順番がつなぎかえられ、まったく意味の違ったものになっていた。加えて、その使途としての成果物のうちごく一部を有識者に提示し、使途が不適正であるというコメントも報道された。その日の報道を見た住民からから多くの抗議や問い合わせを受けた。この監査請求は、監査委員により基本的に問題なしという結論が出された。しかしそのテレビ局からは監査委員が出した結論の報道はされないままである。
こういう事例は田中角栄がマスコミを「第四の権力」としたように、いまや国外でも日常になっている。ボストン市議会では会議のすべてを公開し、逐一ネット放送まで行い、毎週水曜日の本会議に対しても、道路に面した傍聴席には多くの傍聴者が入替り立ち代り訪れる。その審議では議員が住民の意向を反映した多くの議案が提出されて議論されている。こういう議会では住民からの批判はないだろうと思えるが、やはり批判は絶えないそうである。その原因を聞くと、「マスコミの報道による」と言う。
東大教授の山内昌之は、政治家から失言や不規則発言めいた表現を引き出すことをジャーナリズムの使命であると誤解する一部キャスターがいることを取り上げ、「権力批判の名のもとに「新たな権力」を市民的批判の外に構築しようとする一部テレビ人たちの姿勢に大きな疑問を感じた」とする。さらに、ジャーナリズムについて、「国民世論を改革の方向へ導こうとする大局観と歴史観が欠如しているだけでなく、改革ヴィジョンの基礎にあるべき体系的な知や教養の必要性について軽視もしくは侮辱さえしていると感じざるを得ない」と手厳しい評価をしている。このような姿勢が議会に対する批判を伴った偏向報道を招いているのであろう。
マスコミの報道は世論を形成する。しかし近年、世論について「世間の人たちがいろいろ言うという意味であり、輿論は公開討議された意見である」として、その区別を強調する研究がなされている。社会学者Ｐ・ブルデューは世論を、「それがあることで得をする人々が作り上げた意見」と定義する。そういう意味で、近年の研究で世論と輿論の区別が強調されるのは、「世間の雰囲気に流されず公的な意見を自ら荷う主体の自覚が民主主義に不可欠であると考える」からである。さらにこの研究はマスコミが行う世論調査にも警鐘を鳴らす。「調査における設問の聞き方によっては、意見を自己の有利に導く可能性がある」と言う。ベンジャミン・ディズレーリ
も、「世の中には3つの嘘がある。ひとつは嘘。次に大嘘。そして統計である」と言う。つまり世論調査は誘導されたものということである。世論調査はいわゆる大衆をその対象として行われる。我が国の社会科学では、「大衆はデモクラシー(普通平等選挙権)の主体でありつつも、むしろ操作対象として客体化され、体制と大衆は悪循環を繰り返している」とし、「大衆はデモクラシーにおける矛盾」と断定する。大衆はいまや体制よりもマスコミによって操作され、世論の輿論化による危険因子となる。
これらのマスコミの姿勢が、住民の議会に対する不信と不満を背景にし、閉ざした状況を続けている議会の行動もあいまって、議会への批判を蔓延させている大きな要因である。議会はこれを認識し、住民との信頼関係を構築していかなければ、議会不要という批判は益々続いていくことになるだろう。しかしボストン市議会のように、すべてを公開していてもマスコミの力には抗いがたい。本章で述べたように議会広報を充実しても、なかなかその効果は現れない。それもそのはずであろう。先般熊本市が政令市移行に伴い投票所が変更になる広報を再三にわたって行ったが、それを認知した市民は3割に満たなかったことが市議会予算決算委員会で明らかにされた。それで明らかなように、住民は興味・利害のないものには反応を示さない。議会が住民からの不信を受け、興味をもたれていない状況では議会の姿を広報しても住民には届かない。本職が熊本市の法学部・経済学部の大学生を対象に行ったアンケート
でも、全戸配布されている議会の広報誌を読んだことがある大学生は0％であり、うち存在すら知らない者が33％であった。さらに言えば、広報の効果を検証している議会は聞取り調査を行った範囲では皆無であり、議会の「改革している」という自己満足の域を出ていないとも言える。しかし自己満足とはいえ、改革の背景には議会が持つ危機感もあり、広報の強化を含め本章で述べた改革手法がとられているのであるが、次章ではその改革手法のうち、住民からの信頼を得ようとするものについていかなる効果が見られているか、そしてそれらにより信頼が得られることとなっているかということについて検証してみたい。
第３章　議会改革手法の現実と検証
　第１節　先行研究による議会改革手法の提示
　前章で類型化した議会における改革手法は、その決定経緯を見てみると、議会が独自に考えて行っているというものではなく、先行研究者からアドバイスを受ける議会内の勉強会を開催し、そのアドバイスをもとに議会内に会議体を設置して決定していく手法が採用されている。議員定数及び報酬については独自に決定している事例が多く見受けられるものの、三重県議会は大森彌を会長として廣瀬克哉などによる委員会を編成して報酬の基礎を構築しようとしており、会津若松市議会が市民公募委員を入れた公式の検討会を開いているほか、熊本市議会は野村稔の外部知見の活用による公式の委員会を開催して検討していることなどが特殊な事例として見られている。本節では、この議員定数及び報酬については本提言でいう改革とは性格が違い、議会ごとに住民との納得で決定すべきものという立場をとり、論じることとはしない。よって本節では前章で類型化した改革手法について、研究者が提示した背景と内容を概観し、次節で現場での現実をもとに検証していく。

　先行研究における研究の背景は、議会への住民参加がないことへの対応をその基礎としている傾向がある。学識者からは「住民の声を直接的に聞き、議会の声としてまとめ上げることが議会の最大の課題」であるとされ、「住民が議会の審議に参加できる議会になることが必要」とも言われる。また一部の学識者は「議会が住民の参加を求め、その意見に縛られながら議会が議決を行う協働型議会」を構想する。一方では「議会がどんなに建前と化し形骸化しているとしても、代表による討論に代わる有効な直接民主制の仕組みを提示できない以上、公選の長や議会への補完以上に住民参加を過大評価するのは危険といわざるをえない」と指摘される。このように日本独自とも言える二元代表制の中で揺れ動く間接民主制と直接民主制のどちらが主か従かという、見解の不統一がある中におきながら、そのいずれにも共通するのは、「民主主義にとって一番大切な意思決定の場にこそ市民が参加する必要がある」と断じられるように、民主主義における多数の参加という一点であり、多くの研究者はそれを自明の理として明確に語ることがなくとも、議会を参加の場とすることを根源的目的とした改革手法が研究され提示され、その主なものは前章の議会改革の状況にすでに現わされている。

まずは議会が住民に情報を提供しながら意見を聞くことを参加と捉えた議会報告会・意見交換会の実施である。「議員が住民の意思に関係なく判断し、行動することはできない半代表である」という意見を取る研究者も、現行地方自治法で認められている公聴会や参考人制度の活用を積極的に行うことを求めながら、議会報告会の開催を提案し、またある研究者は「意思決定者の立場で市民に議決内容を報告・説明・議論する場の必要性を強調」する。これは単に住民参加ということだけでなく、議会が住民に対して責任を負う姿勢を示すことが必要とされていることへの対策と考えられる。この議会報告会は栗山町議会が日本最初の議会基本条例で採用してから注目を浴び、全国で採用事例が増加傾向にある。

次に住民が参加するための情報提供に資するため、住民が議会の審議をわかりやすくする必要があるという意味での１問１答方式の採用及び議員の発言場所、質問時の事前通告といった、議員の発言における改革手法である。これも多くの研究者がまず基礎的に提案することである。１問１答方式については、これまでに述べた標準会議規則の採用及び議会が受けてきた議論の制限から来る「わかりにくさ」の防止である。議会の活動というよりも個々の議員の発言の場が重視されてきた議会にとって、限られた質問時間で多くのことを質問したいという議員の要求があるため、質問の冒頭に一括して数項目を質問し、一括して答弁があることになれば、傍聴している住民からは議論の内容が非常にわかりにくくなることを解消する狙いがある。これも栗山町議会が日本最初の議会基本条例で採用したことから注目を浴び、全国で採用事例が増加傾向にある。
また発言の場については、これまで述べたとおり全国的にミニ国会の様相を呈しており、登壇方式
として長に対して発言する議員が議員を向いた壇上で発言することからくる緊張感の欠如を解消し、対面方式として長を向いた発言席を設置して対面での緊張感を高めながら、登壇に要する時間を削減することにより質疑応答のスピード感とわかりやすさを求めようとする狙いがある。しかし一部の研究者はわかりやすさを求めながらも、「議員が長に対して発現しながらも議員を向いて自らの意見に同意を求め、個人の意見を議会の意見とする場合を想定して一長一短」であるとする。
これに関連するのが質問事前通告制度の取扱である。やはりこれまで述べたように、議会の形骸化が危機として捉えられ、学芸会や八百長とされることの最も大きな原因であることから、研究が進められている。質問における事前通告は全国の議会で実施
されているものであるが、この通告記載事項は「要旨」とされているだけに、質問の項目だけを記載するのが一般的である。このため答弁側である職員は質問者に口頭で根掘り葉掘りの事前調査を行い、答弁書を作成して質問要旨と整合しているかを打ち合わせるという「すり合わせ」と呼ばれる状況が恒常化している。しかし事前質問通告制については「執行部に有利に作用するが、これをやめると執行部が答弁を故意にはぐらかすかも知れず、質問する側の議員からしても答弁が的確かどうかとっさには判断しにくい」とされながらも、このような質問が住民からは八百長と映ること懸念されている。加えて「本当に活発な議会審議のためには事前通告をしない方がいいのか、した方がいいのか疑問が残る」とされ、この事前通告制に関しては現在確定した研究結果が出されていない状況である。
そして同じく栗山町議会で採用されたものであるが、近年多くの研究者が提唱するのが議員間討議または自由討議といわれるものである。もとより日本国憲法は議会を議事機関と位置づけているが、この議事機関の英語標記を取り上げ、それを討議デモクラシーの討議としたうえで、実際の議会で行われていることが質疑と討論でしかない実態を見つつ、「お互いの意見が変わることが期待されていない」ことが指摘され、「議会改革の核心がここにある」と言われる。もっとも、ここでいわれる討論は一般的な討論とは性質を異にする議会における討論であり、質疑も議会における質疑
である。これについて「相手の発言に対して反論を重ねながら展開されていく討議を行うことで、賛否を分ける本当のポイントが徐々に絞られてくることにより、住民からも見えやすくなり、議事機関としての議会がその内容を住民に説明しやすくなる」とする研究者もある。しかし「議会が合議制の機関であることから、合意のために議員が自由に意見を述べ合って、それらの意見が妥当か否かを討議することが必要であり、その結果として討論となり論争となることが議会の審議であるというのが多くの有権者の常識的な発想ではないか」という指摘もある。しかし同時に、自治体議会改革フォーラムが調査した結果をもとに、「議員と議員が意見の応酬をするという討議ではなく、自分の意見を勝手に表明するだけという実態的な難しさ」も指摘されている。しかしこの討議は議事機関という議会の本質に係わることでもあり、現在実施している議会はわずかであるが、全国の議会で改革の課題として検討の俎上に上っている。
また特に多数の研究がなされ、数多く提唱されているのが政策条例の立案である。議会は地方自治法で立法機関と明示されているものではないが、同法第112条において議員が議会の議決すべき事件につき議案を提出できるとされていることから、当該自治体に関する条例を提出できると解したものである。そのため、議会が住民の意思を施策に反映するために長の提案による条例制定を求めるのではなく、自らが条例を制定して課題を解決していくことにより住民との信頼を構築することを求めるものである。「議員は単眼である長に比べ複眼であり、市町村にふさわしい条例、個別的具体的法規範である条例の立案に適するとし、政策提案型議員になって住民の負託に応える」ことが求められている。また「市民が何を求め、地域が何で困っているかを直感的にわかっているのは議員だと言われ、これからの地方議員にとっての大きな課題は立法能力の向上だ」とされる。これについては研究者からも「接触した議員の大半は政策を検討する力量にほとんど問題を持たない」と評される。これらの提唱に後押しされるように、地方自治法に明確に規定されていないながら、多くの研究者が議会に対して実質的な立法機能を求めるようになった。しかし多くの議会で議員提案政策条例の作成補助を行ってきた、地域開発研究所の牧瀬稔は、「その成立が各会派の共同提案でなければ難しい」と指摘し、他の研究者から「制度の制約以上に議会が自らの権限をいかしきれておらず、特に立法の権限についてはまったく機能していない状況にある」と指摘される。しかし地方自治総合研究所長の辻山幸宣は、「立法というのは自らの手で立案し決定するだけでなく、首長が提案したものを吟味し、時に修正を加え、特に問題がなければそれに賛成することも立法の一部だ」という考えを主張する。これに呼応するかのように、松本市議会はこの立法機能を議会による条例制定とはせず、議会で取りまとめて制定が必要とした条例の作成を長に対して公式に求め、後に回答を得ることで長の行動を監視し、政策立案機能と解釈することでこれを機能させようとしたような実例も見られている。この政策条例の制定は議会改革の最低条件であるかのように取り上げられる傾向があるが、議会の実態を知る研究者は「政策条例を議会が制定するのは当たり前のことであり、いまさらそれを強調するのは住民の目線からいえば不思議な現象ともいえる」と考え、議会がこれを制定し始めたことを評価しながらも、「報道でそれを賞賛しすぎることは、政策条例を提案しない議員に対して「芳しくない議員」というイメージを創りあげる」ことを懸念するとともに、「条例を作ったという業績を誇示するために「どうでもいい」条例が数多く制定されることとなれば、地方自治体の財政を窮地に追い込み、議会に対する住民の不信が強くなることが考えられる」と警鐘を鳴らす。加えて、マニフェスト選挙が進展してきていることもあり、長がマニフェストに記載した政策を条例化しようとするに当たり、議会が考える政策条例とのコンフリクト
が一部で起こり、住民から支持の高い首長の抵抗勢力として議会が見られることから、この政策条例の制定に固執することが住民から議会への不信を招くとの懸念も表明されている。
この政策条例の作成に関連するが、住民の提言を政策化して提案するための議員の専門性の強化、議員の立法活動を補佐する議会事務局の強化、議会が住民を共有するためのウェブサイトの独自構築などに加え、議会の立法にかかる調査機能の拡充として議会図書室の強化などが提唱されている。このうち議会事務局の強化については特に「議会事務局職員の立場として議事運営をトラブルなく行うことが最大の関心となり、議会改革の抵抗勢力になる傾向がある」ことが指摘され、職員の議会独自の採用が提言されている。この議会事務局の人事については、首長部局と人事交流のある状況の中、いずれ首長部局に帰る立場の職員では首長部局が困ることとなる議会の活性化に協力しないのではないかという懸念から、研究者のいう独自採用だけでなく、複数議会による共同採用によって専門的職員を要請することが提言されている。
　これまで前節で類型化したものを中心に先行研究を概観してきたが、学識者からは「すでに改革のメニューは出揃った」と言われる。その出揃った中で、全国の議会ではどれを制定するかということが議論されている。メニューである手法の選択肢はそれほど多くはない。内容を見るとどれも議会の改革に必要なものと感じられ、手法によっては必要性の度合いにより研究数の多寡がある。しかし研究により提示された件数と、実際に議会で制定されている数に相関関係は見られない。それは、議会の現場でそれを実行する議員間の合意形成の難易度、また制定後に実施するための手続きの難易度が課題となっていると考えられる。特に、これら改革手法が学識者を中心に提唱されていることもあり、理論的には信頼性も高く、理想的であるということは理屈として理解できても、現場での議員心理により制定するための合意が得られにくいものがあるのではないだろうか。それにより、形式としては改革として制定しても、定着して実行されないことにより住民の不信を払拭するに至っていないのではないかという懸念がある。次節ではこれら提示されたメニューが改革現場でいかに活用されようとしているのか、また手法として制定されながらも定着するに至らないのかを検証してみたい。
　　第２節　議会改革手法の具体的検証

　　　議会報告会
　議会報告会の開催手法として規範になっているといえるものは、全国で最初にこれを実施したといわれる栗山町議会の手法である。その手法として留意されているのは、議員運営にかかる事項のすべてを行うこと及び開催地を地元とする議員が参加しないこと並びに説明事項は行政の決定事項ではなく議会の審議経過と結果に関することとするという３点であり、全国的にこれに沿って運営がなされている。
　しかしこの報告会については、全国的に同様の悩みを抱える。栗山町議会においても回数を重ねて後に、やっと議会への意見が出されるようになっている。そのための住民の意識改革を行うことは、都市規模が大きくなればなるほど困難を伴う。さらにこれを開催している議会の悩みは、回を重ねるごとに参加する住民が減少している事実である。唯一減少していないのは横須賀市議会であるが、ここは開催に当たって議会事務局職員が住民を動員しているという特殊事情がある。

議会の開催ということから来る住民の意識は、住民の議会への参加ということに対する歴史も浅く、新たな議会の動きが認知されるまでには時間がかかるとはいえ、粘り強く開催すれば解決していく可能性も否定できない。住民の市民性の向上である。しかし参加者の減少について考察すると、少し違う面が見えてくる。これまでにも述べたように、功利主義という人間の側面は現代でも変わっていないものがある。それから来る心理として、自分に興味や利害のないものについて、わざわざ出向いて参加するという行動は起きにくいのではないだろうか。

それからすれば、開催時間や場所、開催回数などの環境をいくら整えて実施しようとも、住民が出向いて参加するという、いわば「待ち」の状態では議会の声は住民には届かず、不信を払拭するだけの理解は得られない。議会報告会という手法によって住民からの信頼を得ようとすれば、人間の心理に配慮しながら、「待ち」ではなく「押しかける」くらいの気概を持ったプッシュ型の手法を組み合わせ、議会の情報が住民に届くことを高めなければ、効果は得られないと言える。そのためには、議会がインターンシップなどの制度を構築し、「なま」の姿をわずかずつではあっても住民に見せることによって理解を進めていくことも必要だと思える。
　　　公聴人及び参考人制度の活用による議会への参加

　議会が公式に住民の参加により意見を求めることのできるものとして、制度として構築されているものであるが、前に述べたとおり活用されているとはいいがたい。その要因のひとつとして、制度を活用するための環境整備の遅れがある。費用弁償などは、時代に合わせた額に改正することは比較的容易であろう。しかし案件に応じてどのような住民を招聘するのか、また案件によらず広範囲な対象を求めて参考人を招聘するのかといったことはこれまでにまったく議論されてきていない。これまで、この制度がただのアクセサリーに過ぎなかったことが明らかである。さらに、住民が出席を拒むことは制度としておそらく想定されていない。人前で堂々と意見を主張することをよしとしない日本の思考様式に適合するものではない。加えてイデオロギーを背景にした議論誘導への懸念は、現場では言うに言われぬ重い課題としてのしかかっている。

これに類したものとして、陳情・請願がある。これは住民が議会への意見具申または提案として制度化されているものであるが、現在の制度では、これらは文書をもってすることとされており、その補足説明を口頭で行うことができるとしている議会は全国でもまだ少数派である。補足説明を受け付けていても、それは常任委員会の場でなされ、しかもごく一部を除き委員会を休憩して行われ、議事録には記載されないとともに、補足説明者への質疑もしないこととされている。その背景にもイデオロギーの存在がある。提出者のほとんどが特定政党と密接な関係があり連携している場合が多く、そのためにそうでない場合もその政党と連携があるという誤解が生じる。これは、いかに議会が審議を住民に閉ざそうとしているかという姿勢の現われでもある。このような実態がある限り、これら手法では議会が住民の意見を反映している姿は見出せず、信頼されるには至らないであろう。
　　　１問１答方式の採用及び議員の発言場所と質問時の事前通告
　比較的簡単に議会内での合意が得られやすいため、導入事例は増加している。発言場所については、既存の発言台という、議長を背にして議員席を向いたものとは別に議長や長の側を向いた発言卓を新たに設置すると費用がかかるとして、議員の自席からの発言とする場合、定数削減による議員席の空席を変更して最前列中央に発言席を設ける場合、また発言冒頭から発言席を使用する場合と冒頭の発言のみ従来の登壇による場合など、その手法は様々である。１問１答についてはこの発言場所とも密接に関係しており、登壇方式のままこれが実施されれば歩行に要する時間がかさむこととなり、質問に使用できる実時間が減少することから、セットで運用される場合が多い。また１問１答については、議員が発言したい項目数と議員に与えられた発言の時間とも密接に関係する。

本市議会では片道であり、現在全国一長いとも言える持ち時間が議員に与えられている。過去に本職は一括的に質問していたことにより傍聴者から「どれがどの質問の答弁かわかりにくい」との声を聞いたことがある。本市議会の会議規則では質問の手法が特に定められていないことから、テストケースと考えて１問１答によって質問をすることを冒頭に宣言し、数回実行してみた。その結果を傍聴者に聞き取りしてみたところ、「わかりやすくなった」、「だらだら感がなく、テンポがよくなった」との評価を得たものの、それまで25ほどの項目について質問していたが、登壇の回数が増加し、持ち時間の中では15項目ほどの質問を行うことがやっとであった。また１問１答にこだわるあまり、密接に関連する項目について個別に質問したことにより、議論の流れが途切れてしまうという経験をした。しかしここには課題も発生した。発言席ができると、答弁があったら即反応しなければならない。質問には必ず「返し」と呼ばれる、答弁を聞いたうえで実施を要請したり、答弁の非を突きながら再質問につなげるための発言を行うことが通例だが、登壇方式では歩行中に返しを考える余裕があったが、それがなくなってしまい、考える間に無言の時間が発生してしまう。むろん再質問がないように、十分に答弁を事前に確認しているが、時には答弁書の読み間違いや、故意と推測される助詞の変更がありえる。そのために再質問を行った経験も一度や二度ではない。目下、発言席ができた場合の返しをいかにテンポよく行うかということが難しくなっている。
また、本職は１問１答を実行しながら、もうひとつ課題と考えた質問通告のあり方についてテストを行った。通告時は単なる項目名による質問趣旨を通告するにとどめ、口頭で後刻補足することにした。通告後、通例により多くの執行部が訪れたが、テストの趣旨を説明し、質問要旨を口頭で伝えたが、当初は「何の恨みがあって自分たちをいじめるのか」、「上司に報告もできず答弁がつくれない」という批判を受けた。しかし幹部職員に対しても粘り強く理解を求め、口頭による１回の伝達にとどめ、答弁書に対する調整も行わずに質問に臨んだ。結果は完敗といえる状況であった。それまでは質問に対してさりげなく核心を避けてくる答弁に対しては事前にクレームを出して核心を答弁させていた。しかし本会議という公式の場で言質を取られることを避け、何の確約もしたくない執行部はさりげなく核心をはずしてくる。そのための再質問が必要であり、事前に簡素化させることが通例であった答弁も非常に回りくどい難解な表現となっている。しかも口頭で伝えた趣旨は庁内で伝言ゲームとなり、真意が理解されておらず、議論が空回りした。このことから考えると、質問通告についてはいわば５Ｗ１Ｈというような、非常に詳細なあり方をとる必要があるのではないかと思われる。
この手法は、あくまで議会の議論を住民にわかりやすく伝えるためのものである。しかし現在の提言されている改革手法どおりにこれに固定してしまうと、派生する課題として白熱した議論を阻害する恐れもあるため、実行する場合には議会が執行部に負けないような手法を構築する必要があるだろう。さらに全国の議会で発言席を設置した議会では新たな課題が発生している。その多くが会議をネット中継などで住民に伝えようとしているが、その際に定点カメラでは発言席と発言台の両方を正面から映すことができない。答弁は発言台で行われるので、答弁者か議員のどちらか一方は後姿しか映らないことになる。住民が質問者と答弁者の表情を見ることができなくては、伝えられるものの度合いが違うのではないかという議論が発生し、カメラを複数設置することが検討されているケースが多いが、無駄な費用だとされる懸念も持たれ、なかなか両者を映す議会は見られていないのが現状である。
しかしこれら発言方式などを変更し、議会が緊張感のある議論を展開したとしても、それを直接見る住民がどれだけいるのだろうか。ネット中継は視聴率調査がない。傍聴席には利害関係者しかいない現状では、これが直ちに住民からの信頼を勝ち取るものとは考えにくいが、実行し続けることは必要なのかもしれない。
議員間討議または自由討議

　議会改革における議員間討議とは、議会が議事機関という性格を定められていることを基本とし、本来本会議場における議論の中でこれを行うことが求められながらも、現実には詳細な審議を常任委員会にて行う委員会方式が取られているという現実を見据え、その審議における議員間の討議が求められている。現場ではそれを行いたいと議員が思っても、議会の規模によっては会派の存在による制約もあり、なかなか議員個人が採決態度にかかわる自由な発言をすることはできにくい。
　本市議会では標準会議規則ではなく独自規則で運営されている。そのため常任委員会における議員間討議も現行規則の中で可能である。例えば、市立産院の統合の折などにはすでに議員間討議が見られている。しかし、それが日常的に見られない理由のひとつは前に述べた通りの代表と代理の問題である。議員は代表としての意見は持っていても、代理としてふるまうことを要求され、発言が記録される場での自由な発言を行うことを躊躇する。しかも下手に自分の意見で発言してしまうと、後日会派の採決態度に反することになってしまった時に窮地に陥ることとなる。この状態では住民に納得の得られる議論はできないばかりか、議事機関としての熟議など行うことができるはずもない。前に述べたように、自分の意見を当たり障りのない範囲で「言いっぱなし」とし、議員間討議ですという仮面をかぶせている現実が全国的にあるというのもよくわかろうというものである。ただ、実際には議会で議員間の討議と熟議は行われている。発言が記録されない非公式な場である。議論が白熱しそうなときに委員会をいったん休憩にし、別室に議員だけが集まって喧々諤々の協議が行われることはよくみられることであり、委員会再開後はそこで出された結論に沿い、さしたる議論もなく委員長提案などで合意が見られる。または会派代表者会を非公式に開催し、代表者間で議論することにより公的な場での決定を結論付け、そこでの議論はものの数分で終わってしまうということも日常的に行われている。その場ではまさに熟議が行われており、対立する意見によって利益配分的な結論が出てくるのではなく、対立する意見が調整されて、中庸でもないまったく別の結論が導き出されたり、対立する意見が納得により一方に集約されたりする。それ自体は議会の機能を果たしていると言えるものの、問題は非公開であるということである。住民にはその姿は全く見えない。それだけでなく、マスコミもそういう実態を知っていながら批判する隙を議会自らが与えていることになってしまっているではないだろうか。しかも責任を持とうとしない議員の姿は、議事録などで議論の経過を見た住民から敏感に感じ取られてしまい、それはおそらく不信しか与えないことであろう。
政策条例の立案及び議員の専門性の強化

　政策条例作成の取り組みが現場では活発である。あちこちで勉強会が開かれ、実際に提案した議員のもとに他地域の議員が多く集まり、その手法を伝授する姿もある。しかし政策条例の作成はこれまでに述べたように一部会派だけでは成立しない。それは議会が議員の合議によるという性格上やむを得ない面もあるものの、一部がスタンドプレー的に目立ってしまうことを嫌うという議員ならではの感覚がある。この政策条例という用語を全国に知らしめたのは三重県議会だが、その規則にでさえ、作成に当たっては全会一致を原則としている。全会一致でできる条例は限られているだろう。よっぽどのことでない限り全議員の思いが一致することはない。時としては非常に効果が発揮できないアクセサリー条例
しかできないだろう。
　条例作成に当たっては、住民の抱える課題とニーズがしっかり把握され、住民と意見交換が確実にされていれば問題はないと考えられるが、これまでに述べたが、研究者からも警鐘が鳴らされていたように、むやみやたらと議員が条例を作成すればいいというものではない。条例作成経緯における住民との関係が重要なのであって、それ抜きに作成された条例は無意味とも言えよう。しかし、住民と十分に協議した条例案を嫉みに近い感情で否定する議会の姿は、議会は「ジェラシック・パーク」だと評される
とおりである。これが住民から信頼されるとは言い難い。

　この解決策としては、議会が主導して住民の課題ごとに住民を含む会議体を編成し、そこで十分な説明と協議のもとに立案された政策を議会で条例化することなどが考えられる。
議会事務局及び議会図書室の強化

　議会事務局の強化は研究者が提唱するように簡単なものではない。おそらくこれを提唱する研究者もそれはわかっていながら、前に述べた政策立案機能を補完することを目的として、理論としての議会改革を追及して提唱しているのではないかと考えられる。地方自治法の改正により事務局の共同設置が可能とされたころからこの手法が盛んに提唱されるようになったことからも、法改正を必要としない議会改革として議論の場に登場してきたように感じられる。しかし市長が執行を補佐する多くの職員を要することに対して、議員を補佐する議会事務局の職員数は限られており、車の両輪にたとえられながらも議会の車は非常に小さい。議会がこの状態の中で長と対等な議論をするためには、高い専門性を持っておく必要があるだろう。しかし住民は議員に期待を寄せるため、議論が対等に行わなければ失望を招いてしまうことが考えられる。ただ、それを補佐する事務局の強化は容易ではないのが現実である。これを具体的に推進するには、大学や大学院と政策立案や調査面で連携協定などを結び、機能を強化していくことが必要であろう。
　このときに議員の専門性を強化する意味では議会図書室の強化も必要とされている。本市議会では先般、蔵書や公開すべき文書だけでなく、販売されていない他都市の資料や各種審議会などの議事録のほか、大学図書館や公的図書館と連携した書籍の取り寄せを可能として機能強化した議会図書室として一般開放したものの、現実は閑散としている。実際に利用している住民の姿を見かけることはめったにない。しかし住民への情報の共有という意味では大変重要な施設であることは間違いがない。この開放はまだ実施されてから日が浅い。議会がしっかり広報して、利用を呼び掛けることで生きてくる可能性はまだ否定できない。そのためには、さまざまな手段を活用して利用を呼びかけるとともに、その存在を知らせるための看板設置を含む広報が必要であろう。
　　　第３節　議会改革手法検証の小括

　本章で述べてきた改革手法は、その多くが法令や規則で定められてはおらず、また定められていても、個別条例や個別規則となっている事例が多く、住民から見えにくいものになっている。そこでそれを一括して記載し、議会基本条例としてまとめることで議会の姿勢を示そうという意味で、その作成が一大ブームを巻き起こした。しかしそれを作成した議会においても、なかなか住民からの不信が払拭されたという話しが聞かれないのは、単なる理念になっているケースまたは本章で検証したように、改革を真に果たしていくための実行をすることが困難であるという現場実態があることが明らかである。

なかには多摩市議会のように、これら提言された手法を用いず、陳情・請願に加え「市民からの政策提言」制度を独自に制定し、提案された案件を常任委員会で結論が出るまで論議し、その採否を住民に回答するとともに、採用とした場合は市長へ条例制定などを実質的に義務付けるといったことにより住民の信頼を勝ち取ったところもある。しかしその背景には、ある時期に急速に発展した首都圏のベッドタウンであることから来る住民の市民性の高さがあると、多摩市議会では分析している。いわば特殊事例であるだろう。しかし住民の市民性が高まれば、このような手法は住民との信頼の構築には有効である。そのためには市民性を高めるための活動を議会が行っていくしかない。古来より自治には交流広場が必要と言われる。日本では大正デモクラシーのころより床屋政談として、住民が交流の中に市民性を高めていく姿が見られた。これは松下圭一のいう、「市民運動としての基本エネルギーである「部分的」かつ「浮動的」なアマチュア的市民参加」に一役買っていたといえる。これらから考えると議会図書室を談義の場として交流サロン化することなどはその手立てのひとつであるものの、喫緊の課題と考えられる議会の住民からの信頼獲得には時間が足りないように思える。

また議会改革で先駆的と評価されている所沢市議会において、改革をリードしてきた議員は、「いくら報告会などで改革に力を注いでも票にならない」と漏らす。これまでに述べたように、住民は代表を選出するという意識に欠けていることが一般的であり、アダム・スミスの分業の思想を分析して言われるように、「自己愛もしくは利己心が人間の行動の根底にあるために代理であること」を求めてしまう。そのために改革は議員がその身分を得るための集票には効果を発揮せず、いくら不信からくる批判を受けようとも、議員は首をすくめ、形式さえ整えれば身分を得るに影響がないという心理を生んでいるのではないだろうか。しかしこれはジョン・ロックの人間知性論の中にある「幸福と不幸が人間行動の二つの偉大な動因である」ということを分析して言われるように、「幸福につながる快楽ないし快楽をもたらすものが善であり、不幸につながる苦痛ないし苦痛をもたらすものが悪である」ので、不信による不満という苦痛をもたらす議会は悪であるという感覚を招き、悪イコール不要という議会の危機を招きかねないものである。
　しかし首をすくめることなく、果敢に首をもたげながら改革に取り組もうとする議会や議員は確かに増加している。そのために近年多くの研究者がそれを援護するための手法を提言しており、現場で実行されているが、本章で検証してきたように、なかなか現場で定着していることはないのが現実である。その要因として前節の検証より導かれる結論は、人間心理への配慮の不足であると考えられる。研究者は提言をするに当たり、正当な理論に基づいた理想を追求する。それは正しい。しかしその理論が学術分野の多分野を総合して構築されたものかというと、現在の改革手法を見る限り疑問を持たざるを得ない。我が国の政治思想の中では「都市構造の変化により、都市科学の理論は市民自治から出発する理論構成に再編されなければならないが、そのたちおくれの要因のひとつを、科学者各専門間のセクショナリズムがはなはだしい」とされる。それを丸山真男が「タコツボ」としていることは有名であるが、彼はまた社会科学について、「論理と抽象の世界であり、少なくとも理論化された内容に関する限り、日本の思考様式に直接緊縛されるモメントが希薄であり、対象化された理論とその背後の「なま」の人間の思考様式との分裂が現れやすい」とする。つまりこれらから考えたとき、現在実行されている改革の基礎となった提言には日本の思考様式という現場に対する理論が欠け、定着していないといえるのではないだろうか。
公共政策を含む具体的施策は現場で実行されて定着してこそ目的を達することができる。その実行段階では、冒頭から100％の理論達成を目指すのではなく60％程度から始め、現場での意識の変革を待って100％の達成を求める二段階方式的な手法をとることも必要である。このときに最も重要なのは実行側と受け手側の心理にいかに配慮できているかということである。次章では本章で検証した問題点について、現場知を融合させながら、これら手法が定着していくための新たな手法を考えてみたい。
　第４章　議会が住民から信頼される新たな手法の提案
　　第１節　議会ノンセクター化というパラダイムシフト
　現在の改革手法が現場で定着するためには、前章で検証したそれぞれの手法が抱える課題を解決しなければならない。その課題をおおまかにまとめてみると、住民との情報の共有及び住民参加の手法であり、少し細分化すればそれに議会討議の公開・条例作成の経過・利害の代理から住民代表への移行といったことが挙げられる。しかし単純にその課題の解決のみを考えるのではなく、新たな手法を検討するに当たっては一度その根本に立ち返り、歴史をたどっていく必要がある。つまり第１章で述べた近代議会制民主主義の思想的根源及び日本が市民革命を経験しないままの学習民主主義の国に過ぎず、欧米に学びながら手探りで議会制民主主義を定着させようとしてきたことから、我が国では議会制民主主義による政治への参加が広く定着しているかという点で課題があったことに思いをはせなければならない。そこから導き出されるものは、「民主主義的思考とは定義や結論よりもプロセスを重視すること」とされ、さらに「近代化の過程において国家観念とされた「正」また｢道｣のくずれさる都市型社会では、「庶人」としての個人、団体・企業また政党は相互に「議」が必要となった」とされることから考えると、議会への住民参加があり、そこでは参加するだけでなく議会と住民の熟議が必要だということである。
　この第一の目的に対しては、前章で見たように議会報告会が開催されているものの、課題を抱えて現場では定着せず、陳情・請願などによる参加は議会が閉ざしているとさえいえる状況である。しかも議会と住民との熟議に対する具体的な改革案の提示はない。この参加について考えるとき、一部の学識者からは、「民主主義が機能するために市民参加が必要であり、参加自体が普遍的に制度化されることと、参加における個別性や固有性の保障が必要」と言われる。また別の学識者は、住民参加の効用を認めながら、「たまたま触れた声を聞くだけではポピュリズム(大衆迎合主義)の構造に陥る」と警告する。加えて「市民参加や協働を否定しないとすれば議会にも市民参加を取り入れ、議会が市民参加の調整役をすればいい」と言われる。これは本職が2012年10月に渡米した際、ハーバード大学ケネディスクールでパブリックコラボレーションを専門とするディビッド教授
と懇談した折に、「地方議員の役割は行政が拾えない住民のニーズを把握して解決していくこと」という指摘があった。またボストンのユーマス大学のパブリックコラボレーションオフィス
でも「行政と住民の関係が希薄なのは、議員が何もしてくれないという不満があり、地方議会の役割は住民の持つ課題ごとに召集役になることである」ことに加え、「コラボレーティブガバナンスとは、住民との双方向のコミュニケーションである」との指摘を受けた。加えてマンスフィールド財団
では、やはり「地方議員の役割としては住民の課題解決のための召集役」という指摘を受けたことと共通している。
　これらのことから参加における住民と議会の関係性を考えるとき、イギリスのブレア政権下で制定された第三の道としての「ガバナンス空間」
を参考にしたい。これは市民や企業やボランタリー組織という多様な公共サービスの提供主体と自治体の行政職員や議員が参加し、協議を通じて公共的な問題の解決を目指す場である。この場では政治を利益集団自由主義のように個別の利益追求の集積とせず、熟議を通じた「選考の変容」に焦点を当て、公的なものとしての共通善を創出する過程と捉えられている。これに類したものは福嶋浩彦がペストフのトライアングルを変形させながら「新しい公共」を解説するに当たり、「コミュニティと政府と市場という三者の間にある「非営利・非政府・公式」という領域が日本では弱い」と指摘するように、同様の空間を想定しながらも日本ではこれが機能していないと捉えられている。この空間を議会が活用するのである。
　議会はいかにしてその空間を活用するか。「今日の地方自治体事務の中では、多数の関係者の合意を必要とする場面への対応が迫られる状況が拡大しつつある」と言われる。また住民と議会との関係について「地方政府の担い手と自治体政策の基本的方向を決める主体たる住民に実質的に根ざしたものに改めることを通して、自治体そのものを再構築すること」とも言われる。議会という代議制民主主義は、直接民主主義の代替手段であることから、当然議会は住民の意思を求めなければならない。そのための手法としての普遍的な市民参加による意見聴取の場をこの空間に求めるのである。
　これを議会が求めるときに大切なことは、アメリカで指摘をされたように、双方向のコミュニケーションが取れることはもちろんのこと、議会が召集役としてのリーダーシップを発揮することである。このとき、議会が従来から常識として語られるように、行政と同じセクターにいては住民が議会と行政を一体のものと捉え、リーダーシップは発揮されにくい。現代は「日本の公的ガバナンスがサードセクターによる市民参加から市民協働へ、そして市民協働型の地方自治へ転換している」とされるとともに、「新しい公共サービスの考え方において、従来のセクター論が通用しなくなった」と言われる。また地方自治法において住民が主体とされ、議会と執行機関が別の章に記載されていることが注目され、「地方政治は住民と議会と執行機関というトライアングルで構成されている」と指摘されながら、「二元代表としての議会が自治体を代表する首長の下に一括された首長主義の元に置かれている」と言われる。これらのことから考えると、議会がリーダーシップを発揮するためには議会が常識を覆し、行政とひとくくりとされていた従来のセクターから飛び出して、いわば「ノンセクター」の組織となって住民を招集し、民主主義のガバナンスをリードしていく必要がある。

こうして議会がノンセクターというフリーハンドの立場になって住民と双方向で意見を交わし、議会の審議結果だけでなく住民の代表として広く住民の課題を発掘する。その際には当然住民との間に議論が発生していく。時にはそれを受けて議員同士の討論が発生するだろう。またそこで発掘された課題は議会が長に対して解決を働きかけていく。その際、長が非決定としたもので議会と住民が必要と判断したものがあれば、議会が政策条例として制定していけばいいのである。また住民とのコミュニケーションの過程において、議会が持つ情報は十分に住民側に提供され、住民が持つ現場知は議会へと提供されていく。さらに、議員の代表と代理の課題を解決する大きな可能性がある。前に述べたように、議員は選挙を考えて代理としてふるまうことを求められ、公開の場で自分の信じるところを発言しにくいということに対し、これによるとコミュニケーションとしての討議の過程での合意を必要とするため代理としての立場で発言しても、議員だけでなく住民の合意も必要となり、正義のないものは採用されることにはならないと推察される。言葉は悪いが、「自分はがんばったが全体の理解が得られなかった」として代理者としての行動を担保したように見せかけ、その不成就を「人のせい」にすることによって実質的に代表としての議員個人の意思を貫くことが可能となる。もちろん、自分が代理する立場になければ、堂々と住民代表としての発言を堂々とすればいい。姑息な手段ということは十分に承知しているが、議員心理を巧みに突きながら、理論を現実的結果として実行していくためには、現時点ではこの手法しかないのではなかろうか。これだけではなく、この手法は多くの効果をもたらす。それについては次節で述べることとする。
ただし、この手法には注意しておくべき点があり、それに配慮しておかなければならない。一点目は、参加する住民の選定である。いつも同じ住民では多様な声が得られない。イギリスのガバナンス空間でも指摘されているように、参加する住民がどのように住民の代表として選定されたかという代表性の課題もある。つまり取り上げる課題ごとの多様な住民の選定を行う必要がある。二点目は、このコミュニケーションの過程で熟議を尽くすことである。参加した住民は単なる大衆であることも考えられ、功利主義的な主張がされることもあるだろう。このとき、直接民主主義を採用する立場の学識者が言うように「市民参加の議論を経た結果を受け入れるしかない」として直接民主主義に偏重するような決定を下してしまえば、ポピュリズムに陥ってしまうことになる。「市民が政治過程に過度に参加することはむしろ過参加といってマイナスに評価される」とされる。間違ってはならないことは、松下圭一がその論文の中で住民の参加と参画を意識的に使い分けていることから考えても、住民はまちづくりなどの直接的課題の解決には主体者として参画し、政治には主体としてであっても参加することが求められる。そのためには、議員が専門性たる教養を身につけ、正義に基づく非決定を決定することも必要となってくる。その場合、熟議による住民の納得を得なければ、非決定による苦痛が住民に残り、それは相手を悪とした不満と不信を招くことになってしまう。三点目は、日本の思考様式に配慮しながらも「お任せ」として意見を述べない住民からも意見を引き出す工夫である。特に声の大きい住民と同席してしまうと、声を出しにくくなってしまう。四点目は、公開の場で行うことである。ここでの議論が多くの住民に見えることで、議会と住民の情報共有が達成されていく。五点目は、住民の的確な意思をつかむため、議論の課題を明確にしておくことである。しかし生活現場では多くの課題があるため、議会の常任委員会ごとに開催することも一つの手法であろう。そして最も注意しておくべき最後の点は、この手法により信頼を得ようと考えるあまり、議会が本来的に持つ役割である執行機関の監視機能をおろそかにしないことである。ただ、監視機能の一部である執行機関により立案された政策の審議に当たっては、この手法により事前に住民の意見を聴取することができるので、大いに活用すればよい。このようにいくつかの課題があるが、これらへの配慮については第3節で詳細に論じることとしたい。
この手法によれば、前章で検証した改革手法に対する課題は、そのほとんどが解決してしまう。しかもこの手法による場合、法や規則の改正は必要としない。地方自治法第100条により議会に与えられた調査権を準用すれば実行できるものであるし、それこそ公聴会としても実行が可能である。必要なのは、実行するための予算措置ぐらいである。ある研究者は「議会が住民の信頼を得ようとすれば議会の審議を住民が理解できるものにしなければならない」としながら、「そうならない閉ざされた議会は議員が改変しようと思えばいくらでも改変できる」と言う。この手法の実行に際して必要なのは、議員の「やる」という志次第である。そしてそれはノンセクター化という従来の常識を覆すことも含め、従来の議会におけるパラダイムを転換することによってはじめて可能となるのである。
　　第２節　パラダイムシフトによりもたらされる効果
　議会のノンセクター化というパラダイムシフトにより、現段階における改革手法が現場で定着することを阻害している課題が解決され、議会と住民の信頼関係が構築されるための効果が得られることは前節で述べた。それは議会と住民の情報共有及び住民参加の構築であり、議会討議の充実及び条例作成の必然性並びに議員の利害代理から住民代表への移行であった。しかし阻害課題の解決という基本的な効果に加え、これはさらに効果をもたらすことができる。
　それは第一に、ガバナンス
に与える効果である。これについては「ガバナンスが様々な意味に使われている」とされながらも、「公共セクターと民間セクターとの間で、境界があいまいになるような統治スタイルの発展を指していることについては意見の一致が見られる」とされる。議会がノンセクターとなり、各セクターの間に入って統治に必要な議論をリードし、住民の意思をもとに施策をコントロールしていくことはまさに統治スタイルの発展であり、ガバナンスの構築である。このとき、「ガバナンスが実践される主な舞台が、中央ではなく地域社会という地域に、また政府や自治体といった公的機関から地域社会全体に移行していることを捉えてローカル・ガバナンス」とすれば、この議会の行動によりローカル・ガバナンスが実現されると言うことができる。さらに言えば、ガバナンス状況の変化について、「多元的な主体が原則的に対等の関係で連携協力する、ネットワーク型のガバナンスを示し始めている」とされ、「関係諸アクターが政策領域ごとに存在し、公的セクターと私的セクターの境界があいまいになるとともに官僚制や市場とは異質の組織間パートナーシップが存在することをひとつの有機的な政体と捉え、それをネットワーク・ガバナンス」とするならば、このとき議会が住民を招集して施策実現のために各セクターと協議することは、このネットワークにおけるコーディネーターとしての役割を果たすこととなり、ネットワーク・ガバナンスの構築であるともいえよう。
また「議会が活性化、強化をするための方法探求の基本原理について、地方自治の本旨に基づいて住民自治を促進させるための住民参加の強化である」と言われる。前節で述べた手法が当然住民参加の強化であることは言うまでもない。さらに前節で紹介したマンスフィールド財団では、日本の大学生から法改正などの課題解決手法の質疑に対し、「米国の議会で採用されているパブリックスピーキングがあっても、それは課題解決の手段ではなく単に意見を聞くだけのものであるので、議会は何もしてくれないという不満があるときや課題解決を要望するときは、発想を変えてグループで議員にプレゼンテーションをすることが必要」とアドバイスしたことを念頭に従来の論と合わせ想起すると、住民にもパラダイムシフトをもたらし、自治が促進されるとも言えよう。またこの自治の促進は、開かれた場で討議がなされることによって、マスコミが報道する際に偏向を伴っていたとしても、「それは内容が違うのではないか」という判断のための情報を住民にもたらし、報道による世論誘導を防止し、討議による結果を輿論にするということに加え、囚人のジレンマ
で知られるように、住民は討議の中で発見される最悪の状態を知った場合には、より優れた他の選択候補を選ぶ発想の転換が求められるという副次的効果が期待できる。
　しかしこの副次的効果ということを考えるとき、最も重要なものは議会による市民性の教育効果が上げられるのではないだろうか。マイケル・サンデルは「デューイの民主主義は多数決原理の制度というだけでなく、市民の間にコミュニケーションと討議をはぐくむ生活様式のことだった」という考えを紹介しながら、「デューイの時代と同じく現代においても人びとは公共の責任から目を背けようとし、政治家や政党はその現状に対処する道徳的・市民的想像力を欠いているのではないか」と懸念する。また我が国では「自治体レベルでの地域民主主義ないし自治体改革に市民の参加なくしては保守・革新ともにその政治体質の変化は不可能であるし、自治体政治が民主主義にしたがって市民的政治訓練の基礎たる位置をあらためて再確認すべき」と言われる。パラダイムシフトにより議会への住民参加が普遍的になり、住民は発言するという参加によって公共の責任を果たし、政治訓練を受けることとなる。しかしその訓練は住民を一足飛びに市民へと変容させることはできないであろう。そこで形成されるのは、とりあえず「それなりの市民」
でしかない。しかしマイケル・サンデルが「特定の地域に根付き、地域に忠誠心を抱く市民活動及び分割された主権に付きまとう曖昧さをがまんしつつさまざまな位置づけを持つ自己として考え、行動できる人間という資源をはぐくみ、民主主義の土台となる市民生活を回復させることがいまや政治の仕事である」と言うように、議会が行動を起こすことで、たとえその教育効果がそれなりの市民というものしか発生させえなかったとしても、それが民主主義の土台の回復という大きな効果を生み出していくことは、議会がこれを実行するに当たっての大きな期待とされるものである。おそらくはその場として、「市民活動の培養基は古代以来今日に至るまで、ニュースと広場だった」と言われることから想定すると、ニュースは討議の場、広場は議会図書室の住民解放で得られることとなるのであろう。
　　第３節　新たな手法を真に定着させるための諸条件

　本章で提示してきた新たな手法の課題として、第１節で注意しておくべき点として５つのことを取り上げ、配慮すべきこととした。それを再確認すると、参加する住民の選定、コミュニケーションの過程で熟議を尽くし納得を得ること、日本の思考様式に配慮しながらも「お任せ」として意見を述べない住民からも意見を引き出す工夫、公開の場で行う、議論の課題を明確にしておくということであった。特に「住民自治の強化と住民協働の促進のために公共空間の形成が必要」としながら、「そこではこれまでのように住民満足度を高めるのではく、不満足でも住民の納得を得ることができるかどうかが、ローカル・ガバナンスの基本になる」と言われることから考えると、このコミュニケーションの過程に対する課題が最も重要であると考えられる。また、岸信介が「声なき声」としてサイレント・マジョリティに言及したことは誰もが知るところであるが、「この声なき声こそが代議制民主主義の世論である」とされる。とすれば、議会が意識すべき次の課題は住民から意見を引き出す工夫となる。そして「政治改革は人間関係という社会関係資本のあり方と密接な関係を持つ」と言われ、「その人間関係は信頼関係・互報酬制などにより蓄積された共同体の伝統である」とされながら、「そういう生活世界をつなぐコミュニケーション行為には平等な関係の中に同意の可能性を前提に話し合い、相手の意見により自分の意見を変えることのできる討議倫理が必要」とされることから考えると、これら課題を解決するためには確定された制度を設けなければならない。さらに「手続き主義的法パラダイムにおいて、協議プロセスと決定プロセスにおいては参加する諸個人が直接的あるいは間接的に参与する動機や関心に満ちているのでなければ、言語的コミュニケーションによって実現することはできない」と指摘されるように、その確定された制度においては、参加する住民の選定からコミュニケーションの手法に至る制度である事が求められる。それを解決することを念頭に考えたとき、この議会の活動を定着させるためには「ミニ・パブリックス」と呼ばれる市民討議会の手法を準用した制度を構築することが必要である。
　この市民討議会の手法とは、学識者が「市民の熱意による社会運動として展開していったと評価ながら市民動員・啓発の手段に陥らないよう」警告するも、「熟議を通じてあたらしい市民の力を引き出し、市民と政治の信頼関係を回復させ、民主主義を再生する回路になる」とするものであり、NPO法人市民討議会推進ネットワークと社団法人日本青年会議所が中心となって推進され、全国で約250回開催されている。
　これはプラーヌンクスツェレ
という方法論をもとにした市民参加型議論の一方式であり、無作為抽出で選ばれた参加者が、限られた期間、有償で日々の労働から解放され、進行役のアシストを受けつつ、事前に与えられた解決可能な計画に関する課題に取り組むものである。参加者が無作為抽出であることからサイレント・マジョリティを含む可能性が高いとともに、多様な意見と合意の社会的代表性を確保することができる。また有償であることから責任ある発言や積極的な議論を促す効果があるとされる。さらに、進行が中立的機関によって行われることにより、討議の過程と結果の中立性が担保される。実際の運営としては、公平な議論の前提として討議に先立ち専門家や利害関係者から十分な情報の提供を受け、5人程度のグループに分けて90分程度の討議が複数回開催される。このグループは討議ごとにメンバーが替わることとされており、違う参加者が討議を繰り返すことによって課題を広く発掘し、中立公正な結果を見ようとする。つまり、既成の結論があってそれを承認するための討議ではなく、具体的な施策立案のための討議を行うことが可能である。しかしその結果として出された施策については、市民討議会が市民参加の一手段であることからなんら法的権限を持たず、決定権限は議会にあることとされる。この市民討議会を議会が開催している実例は現段階では見られていないが、行政として実際に開催している三鷹市や多摩市においては、「パブリックコメントなどでは聞かれなかった多様な課題を聴取することができ、参加した住民からも討議を重ねるごとに意見が出されるようになった」という評価がある。
　この市民討議会の手法を議会が準用し、住民参加における制度化を行えば、配慮すべきとして掲示した課題はすべて解決することとなる。制度化に当たっては、参加する住民が有償であることから来る費用負担の問題があるが、これはすでに議会で参考人などに対する費用弁償の規則が制定されており、その点でも法や規則の改正を必要としない。制度化という観点からの条例または運営規則の制定のみ必要となる。この点だけは、議会が住民からの信頼を回復するための最低限の手続きとして必要となるが、普遍的な議会への住民参加を定着させるためには必ず実行すべきものであると言えよう。
　
終章　議会革命
　本提言では議会が住民からの信頼を失い、批判される中にあって若い世代が政治から離れていくとともに、議会が崩壊するのではないかという危機感をもとに検証を進め、議会が住民からの信頼を回復する新たな手法を提示した。現在、全国で改革を行っている議会から「これ以上何を実施するのか」という手詰まりの様相を呈した声が聞かれ、議会改革について参考にすべきメニューはすでに出揃っているとされているものの、はたしてそう考えていいものであろうか。そう考えられたものについても知恵を絞れば後日さらなる手法が出てくるものではないのだろうか。その知恵を絞るために、本提言では近代議会の根源をなす思想から始まり、日本の議会の歴史にまでさかのぼりながら批判を検証し、議会が信頼を失った要因を探ってきた。また信頼回復のための改革がなぜ現場で定着しないのかという検証のうえで、それを実施する議員の心理に配慮した新たな手法を提示するに至ったのである。これは、議会における新たな手法を探求するには過去のプロセスの中にある様々な技術を分析したうえで組合せ、そこにオリジナルというエッセンスを加えることによってしか得られないと考えたからである。
そういう観点で提示した新たな手法は、丸山真男が「「である」社会と「する」社会の対照についてものごとの状態の側面を重視するかそれとも運動や過程にアクセントを置くかの違いである」と言うように、議会が信頼を回復するための住民参加による討議という過程に焦点を当てたものである。そしてそれは改革派の市長として佐賀市の改革を実行した木下敏之が、「改革の利益は特定の層に集まることはなく、薄く広く配分されるにとどまるために強力な味方ができないことが改革というものが本来的に抱える厳しさだ」と指摘するように、配分されるどころか目前に効果が見えてこない議会改革において、継続的定着に配慮した条件まで踏み込んだ。この二つのことから言えば、本稿で提示した手法は改革のための改革ではなく、議会としての「いいところ」を未来に向けて保存するためのものであると言うことができるであろう。
その視点をもってこの手法についてどう表現するかを最終的に考えたとき、これを議会革命と呼ぶこととしたい。革命という表現は、一般的には被支配階級が支配階級から権力を奪い、社会を変革するといった非常に過激なものとして受取られるようだが、語源由来辞典によれば、それまでの社会を覆す根本的な変革や急激な変化という意味でも用いられる。産業革命とか技術革命という場合の用法がそれである。革命は近代の進歩主義により先の時代に夢を見るものだと言われる。それに対する保守主義は過去のプロセスに英知を読み込み、守るべきものを守るものと言われる。そういう観点からすれば本稿で提示した手法は保守であり、革命ではない。しかし北川正恭は三重県知事時代、真の意味での民主主義社会を構築していくために生活者起点というキーワードを用い、従来の「行政が」、「職員が」という発想を「生活者が」と180度変えたことについて、それを従来とは全く発想が異なる非連続なものとして「行政革命」という語を用いた。そのために「行政の継続性も大事だがパラダイムの転換期だということを徹底したが、はじめは職員にも理解されず二、三年後にやっと理解された」と言う。本稿で提示した議会革命も常識の中のパラダイムを転換することで、画期的な手法であるのではないかと考えると、まさに革命という用語を用いることが適当であろう。
現代においてなぜこの議会革命が必要なのだろうか。これによって求められる課題の解決とその効果はすでに述べてきた。その中で明らかにしたように、議会が住民の代表として機能し、議員も利害代理としてではなく住民代表としての行動をしながら、合議体の中で住民との熟議を行い、意志の決定や非決定に責任のある姿を見せることによって得られる納得によって住民からの信頼を回復しなければ、議会に未来はないと考えるからである。議会が住民からの不信を抱えたままであっても当面議会は存続をするだろう。議員は批判を受けても選挙で当選さえすればその身分を得ることができるだろう。しかしこれは議決機関の機能不全であり、そこに自治が確立するものではない。「基礎自治体の新しい地平は、ローカル・ガバナンスの再構築、すなわち新たな住民参加型自治の充実の上にはじめて拓かれるのではないか」と言われる。そういう視点からすれば、この議会革命はまさに基礎自治体の新しい地平を照らす日の出となる。また丸山真男は、「現在いろいろな形で潜在もしくは顕在している議会政治に対する批判を、たとえそれがどんなに型破り、あるいは非常識と思われる議論であっても広く国民の前に表明させ、それとのオープンな対決と競争を通じて、議会政治の合理的な根拠を国民が納得していくという道を進むほかに、どうして議会政治が日本で発展し、根づく方向を期待できるでしょうか」と言う。この視点からしても議会革命は広く表明されなければならない。
この議会革命は議会政治を考え、議会が住民から信頼されるための手法の一つでしかない。しかしこの議会革命を実行し、「である」議会から「する」議会へとしていくことが、今強く求められているのではないだろうか。しかし一方でこれは完全なる理論的理想を追求したものではなく、議会の危機という喫緊の課題に対して緊急的に対処していくための手法であるとも言える。今より後、完全な理想の追求のために今後多くの研究者がさらに知恵を絞り、新たな手法が提示をされてくることが十分に考えられる。それまでの間、議会革命が広く実施されることにより、議会が住民から信頼される姿が見えてきたとされれば、議会革命をさらに発展させた理論的理想を追求していけばよい。その時そこに見えるのは、本市及び議会における、自由主義における代議制度が機能した真の本市住民自治の確立であり、ローカル・ガバナンスの確立された姿であると期待する。
《 提言内容総括 》
・議会のノンセクター化による住民との討議の場の構築

・住民討議における市民討議会手法による制度の構築
・会議の原則公開
・「それなりの市民」の育成

・プッシュ型手法による広報の強化

・議会独自のインターンシップによる広報の強化

・詳細な質問通告の制度化

・住民の政策立案チームの主導編成

・学問の府との連携による機能強化

・議会図書室の広報強化
(表1)滋賀県下市議会投票率推移�
�
　　�
大津市議会�
彦根市議会�
近江八幡市議会�
�
1999�
54.3�
-�
-�
�
2003�
46.58�
-�
-�
�
2007�
51.08�
52.21�
58.69�
�
2011�
46.23�
45.65�
54.93�
�






(表2)熊本市選挙区投票率推移�
�
　�
熊本市議�
熊本県議�
衆議院�
参議院�
市議最低得票�
�
1991�
63.99�
-�
-�
-�
3194�
�
1995�
57.84�
-�
-�
-�
3641�
�
1999�
56.95�
56.36�
-�
-�
3679�
�
2000�
　-�
　-�
60.2�
　-�
　-�
�
2001�
　-�
　-�
　-�
55.92�
　-�
�
2003�
53.37�
54.11�
65�
54.67�
3076�
�
2007�
47.1�
52.99�
65.89�
58.34�
3134�
�
2009�
　-�
　-�
68.2�
　-�
　-�
�
2010�
　-�
　-�
　-�
58.51�
　-�
�
2011�
44.03�
46.77�
　-�
-　�
3163�
�






(表３) 議会改革状況類型�
�
議会基本条例�
100�
�
議会報告会・意見交換会�
63�
�
報酬・政務調査費・費用弁償減額�
74�
�
議員定数減�
87�
�
1問1答等質問方式・発言場所�
89�
�
議員討議・自由討議�
8�
�
議決事件拡大�
14�
�
広報充実・会議放送・議場活用等�
125�
�
政策発議機能�
26�
�









� この概念について三重大学の児玉克哉は、住民から政策の執行を委託された権限委託型代表である首長と、住民の意見代表としての議員の集合体である議会があり、首長が執行するに当たっては議会が納得するまで真摯に説明し、納得してもらえるまで修正を加える義務があるとし、執行権限において首長は圧倒的に強大であるが、実行には議会の同意が必要であり、二元代表による政治をこのプロセスにあるとする。


� 「群衆心理」という著書の262頁では次のように書かれている。


　「歳費膨張の結果は、遠い将来に現れ、しかも自分たちにとってはたいした影響をもたらさないことであるが、これに反して、否決と投票すれば、その結果は、近い将来に、ふたたび選挙人の前に顔を出さねばならないときに、はっきりと現れるかもしれない」「局部的な利益を目的とする支出はすべて承認せねばならぬという義務である。議員としては、それに反対することはできないであろう。そういう支出も、さらに選挙人たちの要求を表しているから」


� 総務省が調査し、全国市議会議長会がまとめたところによると、このうち62.9％が無所属であり、政党政治とはなっていない実態がある。なお、所属党派を有する議員では公明党が11.3％と最多であり、日本共産党の9.2％がそれに続く。また、女性議員は13.3％であり、その人数は2,716人で、2010年と2011年では60人減少している。その32.6％が無所属であり、25.7％が日本共産党、25.2％が公明党である。


� 阿久根市は日額１万円となっているため除外してある。


� 議員報酬を複数とする一市複数制度が7市で導入されているが、その場合は当該市の最高額で算出。なお、2009年末で一市複数制度は2市であった。


� 20歳以上の年齢等間隔無作為抽出により1600配布し、830回収。設問には一切の補足説明はなく、単純に現在の数や金額を記載して回答を求めている。この他にも市議会への関心度や傍聴の有無などを調査している。


� くまもと未来市議団が2009年に実施した「選挙めいわく行為」アンケートによる。有効回答数は1035件。選挙活動に対して「めいわく」「やめて欲しい」と考えられる項目とその理由を調査し、会派としての政策集に反映した。


� 東日本大震災直後の喪に服すという意識から、議員側の配慮で選挙カーによる演説が全国的に時間的な自主規制をされ、報道も原発事故及び被害に関するものが圧倒的となり、住民の関心がなかなか選挙に向かわなかった。この時期、選挙活動を行うことは不謹慎であるという批判まで行われた。


� 昭和30年に議論が始まり、32年に自治省の指導により市議会議長会が作成した。質疑・討論を含め会期などの運営に要する事項が定められている。現在全国の多くの議会は共通してこの規則を使用していることから、全国的に共通の運営が行われている。議会における討論が一般社会の討論と違い、賛成者反対者が1回ずつ「言いっぱなし」となることもこの会議規則の定めによるものである。


� 市民による自治能力向上のネットワークを構築することを目的に、パブリックな情報ステーションとして1997年に町田市に設立された情報フォーラム。


� まちだ情報ステーション開講の市民力養成講座における調査結果。


� 19世紀にイギリスの首相を2回務め、小説家でもあり数多くの名言を残す。原文はThere are three kinds of lies:lies,dammed lies,and statistics.


� 2012年実施　有効回答120件　このほかにも議会の認知度及び議員の活動も設問にあったが、議会を「おぼろげに知っている」、「法制度のみ知っている」が76％、同様に議員の活動については48％でしかなかった。このアンケートは回答数が少ないものの、若い年代にも広報が届かず、議会が知られていないことを現わしていることが推察でき、本提言の問題意識にも通じるものがある。


� 標準会議規則第50条では、発言はすべて議長の許可を得た後、登壇してしなければならないとし、同条2では議長は議席で発言する議員を登壇させることができると規定する。


� 標準会議規則第51条において、会議において発言しようとする者は、あらかじめ議長に発言通告書を提出しなければならないとし、同条2では質疑についてはその要旨を記載することとされている。


� 標準会議規則第53条において、討論の方法は反対者を最初に次に賛成者として交互にさせることとされている。このとき、中島正郎の解説 [議長・委員長必携, 1971]によれば、同一人物が複数回討論すると議事妨害の恐れや喧嘩騒ぎにならないとも限らないため１回とすることが適当とされていることから、討論は単なる意見表明の場となっているのが実態である。また、質疑も同規則第53条2において自己の意見を述べることができないとされている。これと自己の意見を述べることとされる質問を比較し、質問において「知らないことを聞く」と誤解している議員が多いことから議会では質問はされていないと判断する研究者もある。


� 首長は選挙に当たりマニフェストを作成する動向がある。しかし記載した政策のすべてが住民から賛同されたものではないという側面があり、マニフェスト選挙が完全に定着しているとは言いがたい。そのため議会がマニフェストと違う趣旨の条例を提案しようとした場合、マニフェストどおりに実行しようとする首長との間で住民を巻き込んだ論争に発展する。


� 本来条例とは法と同じく、権利や義務を課したり制限したりするものであるが、それをせずに単なる努力義務だけであったり、理念だけを記載した条例を指し、なくても困らないがあったら格好がいいという意味でこう呼ばれる。


� 金井利之は議員がライバル同士であるとして、お互いの功名争いがある実態を踏まえ、嫉妬心の強い恐竜たちが闊歩する中生代ジュラ紀の世界に議会を例えた。


� 東日本大震災後の対応調査の折に日本の議会と住民との関係を知る。


� 地域住民の課題解決のためにセクター横断での話し合いの場を提供している全米組織の中心的オフィス。


� マンスフィールド元駐日大使よって設立され、日米関係を中心に研究している。


� 詳細は[ローカル・ガバナンスと参加　2011永田祐　中央法規出版]に詳しいが、本来は議会制民主主義を補完するものとして地域の自治体の区域によらず、解決する課題及び活用できる住民の現場知ごとに多様に設置される。参加する住民の代表性と費用の保証が課題とされている。


� これに対する概念はR.A.W.ローズにより6類型されているものの、現時点では多様であり共通理解は得られていない。藤井禎介は政府を中心とした縦の関係であるガバメントに対して政府以外の諸アクターを公共性を担う主体として認め、そのアクター間の相互の関係やネットワークとしてガバナンス概念を整理している。[ローカル・ガバナンス　2009　政策科学　16巻特別号]また、中村祐司は地方自治体の内外において多様な組織間の相互連結と相互依存を意味するとする。[ネットワーク・ガバナンス研究の基礎類型　2010　宇都宮大学国際学部研究論集　第30号]


� ジョン・ロールズが経済的な選択に当たって依拠した、ミニマムをマキシマムにするマキシミン理論による規則を一部適用したもので、たがいにコミュニケーションできない囚人たちは最悪の事態のうちで自分に最も好ましいものを選択するというもの。


� 1992年のダールの論文で打ち出された概念。篠原一は「それなりの市民」について、公共善を認識してそのために行動するという古代のよき市民でもなく、近代的個人主義の上に立ってそれぞれの利益を追求し、その利益追求の予定調和によって公共善が成り立つと考える近代のよき市民とも違い、現代では完全な判断のできる市民を期待することが困難であるが、機会ごとの、断続的な、パートタイム的市民とする。[市民の政治学　2004　岩波書店　197頁]


� ドイツ語でPlanungszelle 英語でPlanning Celles 直接的な和訳は計画細胞となる。ペーター・C・ディーネルが1970年代に考案し、今日ドイツを中心に実施されている新しい市民参加の方法。
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